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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名    荷内沖埋立事業 類別 議会答弁・ 懸案事項  

担当部局課名   企画部総合政策課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 ・昭和４７年 海面埋立による開発を前提として、漁業補償を行い、具体的な事業計画の検 
        討に着手。 

 ・昭和５６年 第２次長期総合計画において、東部開発の一環として位置づけし、土地開発 
        公社に委託し、地形、地質測量等を実施。 
 ・平成２年    第３次長期総合計画において、臨海性複合ゾーンとして位置付ける。 
 ・平成３年  庁内プロジェクトにより「荷内沖開発企画構想調査研究報告書」を作成。 
 ・平成４年  地域開発室を設置し、専門スタッフによる検討を重ねる。 
 ・平成５年  開発の基本コンセプトとして、荷内沖開発基本構想を策定する。 

 ・平成７年  荷内沖まちづくり懇談会を設立し、開発実現に向けて課題等の検討を行う。 
        事業成立条件調査を委託し、建設省海岸整備事業ＣＣＺ事業としての提案を 
        受ける。 
 ・平成８年  東部開発審議会において、事業成立条件調査の報告をもとに、事業化に向け 
        て検討したが、結論には至らず。 
 ・平成９年  都市開発調査特別委員会において、開発に向けての検討結果と問題点につい 

        て報告 
・平成10年～ 財政的な問題、埋立後の土地活用の問題等の解決が図れていない状況であることか

  ら、事業化に向けての具体的な結論（方向付け）が出せないまま現在に至って

いる。 

 ・平成19年 当該事業に係る土地開発公社への調査委託費について公社へ支払いを行う。 

・平成23年 「新居浜市と新居浜商工会議所との懇談会」において、勉強会の設置の要望があり、

「商工会議所をはじめ、関係機関のご意見も参考にしながら、今後の方向性等の検討

を長期的視野に立ち、行っていきたい」と回答。 

第五次新居浜市長期総合計画 フィールド1 快適交流 施策１－１ 良好な都市空

間の形成 の取組方針において、「活用を検討していく」と、明記。 

今後の指針（案） 
荷内沖埋立事業についての取組方針としては、平成２３年度を初年度とした第五次新居浜市長期

総合計画のフィールド１ 快適交流 施策1－1 良好な都市空間の形成 の取組方針において、「長

期的展望に立ち、産業構造の多様化に対応した臨海性産業用地としての活用を検討する」と位置付

けており、事業必要性、実現可能性、市財政状況、経済情勢等を踏まえ、引き続き検討していく。

 
庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）         重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 総合健康運動公園構想 類別 公約   

担当部局課名 
企画部  

総合政策課 
関連する部局課名 

建設部 

都市計画課 

教育委員会 

スポーツ文化課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  

昭和28年の第８回国民体育大会の軟式野球会場として、市営野球場を設置して以来、市民、 

関係者の意見を聞き、体育施設の計画的な整備改修を行ってきた。 

平成13年3月、新居浜市総合体育施設建設委員会から、「市民の健康で豊かなスポーツラ 

イフ実現、市の活性化のために、全国レベルの大会が開催可能な総合体育館と通年型温水プー

ルを併設した総合体育施設の建設が必要」との提言があり、また、第四次長期総合計画におい

ても建設事業の推進を基本計画に位置づけていることから、総合体育施設（総合健康運動

公園）基本計画を作成する等検討を行った。 

 しかし、厳しい財政状況を踏まえ、施設の新設や整備について明確な優先順位を付け、 
慎重かつ精密に検討する必要があることから、中長期的な展望に立った調査研究を行うた 
め、庁内プロジェクトを設置（平成16年5月）し、総合健康運動公園のエリア、既存施設 
の整備、利用形態、国体との関連、資金・財源に関することについて検討を進め、「新居

浜市総合健康運動公園構想調査報告書」（平成18年3月）を取りまとめた。 
 平成18年度は、上記調査報告書において設定したエリアの内、新高橋から城下橋までの約

36haを対象とした「国領川河川敷周辺再整備基本計画策定業務」を実施し、再整備に向けた基

本計画、概略設計図面、河川占用協議に要する資料等を作成した。 
平成22年度は、総合運動公園エリアとして検討されてきた観音原周辺地区について、内陸型

工業用地として活用する方針決定をした。 

今後の指針（案） 

報告書の調査研究事項をもとに、既存施設の有効活用を最優先としながら、後期戦略プ

ランで着手可能なものとして、国領川緑地再整備に関して、平成20年度から4か年で国領川

緑地のトイレや休憩施設等の再整備を進める。 
 また、観音原周辺地区を内陸型工業用地とする方針決定されたことにより、第5次長期総

合計画において、「総合運動公園整備の推進」として、基本計画に位置づけ、立地場所、施

設内容、財源を含めた検討を長期的視点に立ち進めていく。 

庁議決定（指針・方向性） 
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 （様式）           重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１６年） 

事項名 瀬戸・寿上水道問題 類別 議会答弁・ 監査・ 懸案事項 

担当部局課名 企画部総合政策課 関連する部局課名 水道局 
環境部 

下水道建設課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 瀬戸・寿上水道問題は、旧高須地区水道として昭和13年から3ヵ年で建設され、昭和16年5月

から泉川町が旧高須地区（上水道組合を組織）に管理運営を委託して給水を開始した。昭和30

年3月に、旧泉川町が下泉地区に給水を行うに際してに、泉川町の水源地と下泉地区との間に

旧高須上水道があり、旧高須上水道組合（現瀬戸・寿上水道組合）の配水管を利用するため、

町議会の議決を経て組合と契約を締結したことに端を発している。昭和30年3月31日新居浜市

と泉川町が合併、その後、昭和33年の水道法の施行に伴い、当時の高須上水道組合は、法に基

づく簡易水道設置の届出を行い、簡易水道高須上水道組合となった。 

その後の給水人口・戸数の増加による水量不足、施設老朽化によって改修工事が必要となり、

組合は地方改善事業による県費補助枠を確保したが、組合に対して補助金の支出はできないと

され、市が工事を施行することになった、昭和39年度補助金の交付を受けるにあたって組合水

道の廃止届が必要となったため、昭和39年5月23日、管理運営の委託及び従来の慣行を尊重し

一方的な地区住民の不利益になるような諸条件の変更は行わないとする旨の覚書を新居浜市

との間で締結し、昭和40年4月、県から経営廃止の許可がおりている。上水道組合は、昭和61

年、上部上水道組合に名称が変わり、平成5年の変更により瀬戸寿上水道組合となり、現在に

至っている。昭和42年8月には監査委員から覚書の一部に「地方自治法に抵触する疑いがある」

との指摘があり、以後、毎年問題解決への指摘・要望がなされ、これまでに数々の地元との協

議を重ねてきたが、未だに問題の解決には至っていない 

「平成18年度以降の取り組み」 

協議相手 瀬戸・寿上水道組合長 瀬戸・寿連合自治会長 その他（庁内協議等）

平成１８年度 １０回 １０回 ３回 

平成１９年度 １１回(市長10/19,12/28,3/7) ８回（市長10/5,10/19） ２回 

平成２０年度 ５回 ９回(市長4/24,5/20)  

平成２１年度 ６回 １回(市長5/19) ３回 

平成２２年度 ５回（市長10/12）   

平成22年度は、組合長と説明会の開催に向けた協議・要請を行ってきたが、組合内部の問題

や組合長の交代があったため、開催には至っていない。 

今後の指針（案） 

地元の理解と協力を得ながら円滑に解決を図ることが基本的な姿勢であり、市水道との統合

に向けた具体的な課題やプロセスを協議し、一日も早い問題解決を図る。 
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庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２２年） 

事項名 
総合文化施設[(仮称)あかがねミ

ュージアム]の建設 
類別 公約・議会答弁 

担当部局課名 

企画部 

総合文化施設

準備室 

関 連 す る

部局課名 

教育委員会 

体育文化課 

建設部 
区画整理課 

外  導入機能

関係課所 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

総合文化施設については、昭和４９年に市議会で「郷土館の移転新築について」という

請願が採択されてから単独美術館構想が始まり、３０年以上に渡って市民との協働で検討

してきた。平成２０年３月には、今日までの経緯経過を踏まえ、新居浜駅周辺地区整備計

画の中で芸術文化施設事業化計画として取りまとめを行い、平成２１年度には庁内プロジ

ェクトを立ち上げ、この事業化計画を元に、導入機能、運営内容、施設面積などについて、

さらなる絞り込みを行ったところである。平成２２年度には、庁内プロジェクトの報告に

基づき、公募型プロポーザルにより設計事業者の特定を行った。また、市民文化センター

の大・中ホールとの住み分けと今後の郷土美術館の活用方針を整理した。 

なお、事業化計画で提案したホテル併設については、経済状況の悪化等から中止するこ

ととし、総合文化施設単体での建設を目指すこととしている。 

今後の指針（案） 

平成２１年度の庁内プロジェクトの報告を素案として、市民、市議会への広報、合意形

成を図りながら、さらなる精査を行うとともに、完成後の維持管理、企画運営計画等を検

討しながら、平成２５年度内の施設完成を目指す。 

○平成２３年度は、総合文化施設建設のための協議機関として市民で組織する総合文化施

設建設委員会を設置し、鴻上尚史氏を始めとする本市に縁のある芸術家等から成るスー

パーアドバイザーから助言を受けながら設計等を委託する事業者とともに建築の設計と

開館以降の市民協働による施設運営のためのアウトフレームを構築して行く。 

  また、建設委員会をサポートするために、関係課所や芸術・文化に関する市民活動を

行っている職員等との連携を図る。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 障がい者雇用の推進 類別 新たな政策課題  

担当部局課名 総務部総務課 関連する部局課名 
総務部 

人事課 

福祉部 

地域福祉課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

（１）障害者自立支援法においては、障害者の就労促進をめざす方向性がうたわれ、市全体

における障害者一人ひとりの状況に応じた雇用機会の創出を図っていくことが必要となっ

ている。そこで、新居浜市が率先して障害者の能力活用と雇用機会の拡充に取り組むために、

市の業務の中から各種印刷業務など知的障害者が可能な業務を抽出し、ワークシェアリング

の観点から知的障害者を雇用していく。 

平成２２年４月２４日 採用試験 

平成２２年６月１日  任用 

すてっぷの事業開始からほぼ１１か月が経過するが、庁内の各課所においても、正確で迅

速な作業に対する理解が徐々に得られ、業務量も安定化する傾向にあり、おおむね順調な滑

り出しとなっている。 

（２）障がい者雇用全般としては、「障害者の雇用の促進等に関する法律」が一部改正さ

れ、平成２２年７月から短時間職員（週所定労働時間２０時間以上３０時間未満）について

も雇用率の対象となったこと、また除外率が一律１０ポイント引き下げとなったことに伴

い、法定雇用率２．１％を充足できない状況となっていた。平成２３年２月には、障がい者

を対象とした臨時職員の採用試験を実施して、平成２３年４月１日付けで３人を採用したこ

とにより、法定雇用率を達成した。今後においても、法定雇用率をさらに上回るように、引

き続き障がい者雇用を推進する。 

今後の指針（案） 

（１）新居浜市知的障害者の雇用の促進に関する要綱の規定により、任用期間は最長６年

間であるが、知的障害者が長期間在職し、安定した職業生活を送れるような仕組みを構築

することは、中長期的に検討すべき課題である。 

（２）障がい者の雇用率の引き上げに向けて、平成２３年度職員採用計画に基づき実施す

る採用試験（平成２４年４月１日採用）においても、障がい者の採用枠を確保するととも

に、臨時職員等の採用について検討を進める。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）            重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１５年） 

事項名 
 
 入札制度の改善 類 別  議会答弁・監査  

担当部局課名  総務部契約課  関連する部局課名 
 

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 
  平成１３年４月「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」が施行され、 
公共工事の入札・契約に対し透明性の確保、公正な競争の促進、適正な施工の確保、不正 
行為の排除の徹底の基本原則が示され、全ての発注者に義務付けられた。         
本市においては、 
①毎年度の発注見通しの公表 
②入札・契約に係る情報の公表 
③施工体制の適正化 
④不正行為に対する措置 
⑤工事の施工状況の評価 

等を実施することで対応している。 
 
さらに、発注者が取り組むべきガイドラインとして 
①入札・契約の方法の改善、 
②入札・契約のＩＴ化の推進 

等が示されており、 
平成１７年度には、入札・契約の方法の改善として、事後審査公募型指名競争入札を試 

行し、平成１８年度からは、事後審査公募型競争入札を本格実施した。平成１９年度には、 
新居浜市建設工事簡易型総合評価落札方式試行要領を定め、簡易型総合評価方式で入札を 
１件実施した。 
平成２０年度からは、事後審査型一般競争入札実施要領を改め、一般競争入札の対象範 

囲を現行１億５千万円以上から３千万円超に拡大し、平成２１年度からは、３千万円超か 
ら２千万円超に拡大した。 
入札・契約のＩＴ化については、ＡＳＰ方式による電子入札の導入について平成２２年度 
からの１０か年事業計画を策定し、同年１０月から、設計金額２千万円を超える競争入札 
による建設工事の電子入札を開始した。 

 
 
今後の指針（案） 

 
  上記ガイドラインに示された事項に対応するため、 
 

・ 入札・契約の方法の改善については、郵便による事後審査公募型競争入札を本格実施 
しているが、平成２０年度から、設計金額１千万円以上２千万円未満の工事について、 
簡易型総合評価落札方式の実施拡大を図る。 

・ 入札・契約のＩＴ化については、 
１０か年事業計画に沿って、電子入札の対象範囲の拡大を図る。 

  

 
 庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 債権管理事務執行体制の確立 類別 新たな政策課題  

担当部局課名 
総務部 

債権管理対策室 
関連する部局課名 

福祉部児童福祉課・国保課・介

護福祉課、環境部下水道管理課

他 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

① 行政改革大綱２００７の実施計画「滞納整理部門の統合の検討」について、財政課所管

の「市税、使用料等徴収率向上対策委員会」において平成１９年度から議論を開始。 

② 平成２１年１２月議会で、総務部の所掌する事務に債権管理に関する事項を追加する旨

の事務分掌条例改正。 

③ 平成２２年４月 債権管理対策室を設置し、債権の適正な管理と特定債権の滞納整理業

務を推進することとなる。 

④ 平成２２年９月 「新居浜市債権管理計画」の策定。 

⑤ 平成２３年１月４日 保育所保育料４０件・国保料１０件の移管を受ける。 

⑥ 平成２３年１月２５日 保育料１件について銀行預金を差押。 

⑦ 平成２３年３月末現在の実績 徴収率１９．５１％ 徴収額８，９６４，１９６円 

（本料8,148,496円、督促手数料2,300円、延滞金813,400円） 差押１８件（預貯金5件、

 生命保険13件） 

今後の指針（案） 

  平成２３年１月に移管を受けた保育料・国保料については、移管期限の平成２４年３月

まで徹底した財産調査を進めていき、滞納処分による徴収率の向上を図る。また、平成２４

年度の対策室の事務内容については、次の内容について平成２３年８月までに債権管理委員

会で協議決定する。 

①差押対象債権の拡大については、介護保険料や下水道事業受益者負担金等について、

 平成２４年度からの実施を検討する。 

②差押対象財産の拡大については、平成２４年度からの実施を検討している公売に合わ

 せ、自動車や不動産等について検討する。 

③徴収率向上対策については、徴収率の全体目標設定等について検討する。 

  ④上記事務内容の拡大に伴う対策室の人的体制について検討する。 

  ⑤上記事務内容の拡大等に伴い、「新居浜市債権管理計画」を改訂する。 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 
心身障害者福祉センターの大規

模改修 
類別 懸案事項 

担当部局課名 地域福祉課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

心身障害者福祉センターは、昭和５１年９月に本館、昭和５７年に作業訓練等が建設さ

れ、開設以来３５年が経過しており、施設の老朽化や機器設備の劣化が著しく、施設管理

上支障をきたしている。また、当初予算編成時には浸水対策や名称変更の検討指摘があり、

さらに、定期監査では、利用者の減少傾向を改善するためのセンターの有効利用と利用者

拡大等対策の検討指摘がなされている。そのため、利用者の利便性の向上及び安全性を確

保するために、平成２４年度に大規模改修を予定しており、平成２３年度はその改修に向

けての設計を行う予定である。 

今後の指針（案） 

平成２４年度の大規模改修に向けて平成２３年度は改修設計を行う。４月に指定管理者

や利用者団体、自立支援協議会委員を構成とする心身障害者福祉センター改修協議会を設

置し、当初予算までに改修設計ができるようセンターの優先改修場所や利用者拡大のため

の方策、事業の見直し等の検証を行う。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 新慈光園の指定管理者制度導入 類別 懸案事項 

担当部局課名 介護福祉課 関連する部局課名 慈光園  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

新慈光園については、平成２２年１１月１７日開催の企画財政会議において、平成２４

年４月以降の管理運営形態を指定管理者制度導入とするとの結論となり、平成２３年１月

１１日付けで市長決裁を受けた。 

また、２月に市議会に対し会派説明を実施、平成２４年４月以降は指定管理者制度を導

入する予定であることを説明した。 

今後の指針（案） 

平成２４年度の指定管理者制度導入に向け、本年度において、指定管理者制度導入のた

めの条例改正、指定管理者の公募・決定及び引継ぎ等を行う。 

今後のスケジュールは、次のとおり。 
平成２３年６月議会  条例改正（指定管理者関係） 

８月    指定管理者の公募（１か月程度） 

１０月、１１月   指定管理者候補者の選定 

１２月議会  指定管理者の議決 

  平成２４年１月～３月 引継ぎ 

４月  指定管理者による管理の開始 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 
高齢者福祉計画（第５期介護保険

事業計画）の策定 
類別 懸案事項 

担当部局課名 介護福祉課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成２３年度当初にニーズ調査を行う必要があるため、本計画策定支援業務委託先の選定

を指名型プロポーザル方式で実施した。 

 独居高齢者の見守り体制の整備については、平成２３年度の見守り推進員数を暫定的に２

５９人としたが、今後の団塊世代が高齢化していく状況を見据えた継続可能な体制整備につ

いて、連合自治会、民生児童委員協議会、社会福祉協議会（市、支部、見守り推進員）に参

加いただき協議している。これまで、２月１日及び３月１５日の２回開催した。 

今後の指針（案） 

高齢者福祉計画（第５期介護保険事業計画）については、平成２４年度からの３か年計

画となるが、介護保険施設の基盤整備に重点が置かれた４期計画を検証し、団塊の世代が

すべて高齢者となる平成２６年度末を見据えた計画を策定したい。 

また、独居高齢者の見守り体制の整備については、現在の見守り推進員の任期が今年９

月末までであることを踏まえながら、引き続き協議を継続していく。今後の方向性として、

当面は要綱改正等を行い現体制の維持を図りながら、自助・共助・公助の連携による、地

域福祉という視点での見守り体制構築ができるよう協議を進めたい。３回目の協議は、５

月１０日に予定している。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 
か

事項名 東新学園の建替えについて 類別  新たな政策課題  

担当部局課名 福祉部児童福祉課 関連する部局課名 福祉部東新学園  

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 東新学園、慈光園の両園はいずれも築後３０数年経過し老朽化が著しいことに加え、プライ

バシーの確保やバリアフリー化等の対応が困難であり、入所環境の改善及び管理上の統合を図

るため複合施設として建替えを進めていた。 

 建替え候補地として平成１５年３月の企財会において旧桃山学院短期大学グランドが適当と

の方向づけをし、平成１５年度には、プロポーザル方式による基本設計を実施、１６年６月、

国に補助金申請を行った。 

 しかしながら、平成１６年の台風災害で、財源確保が困難になったことと市内の山際の福祉

施設の多くが災害をうけたことから、補助金申請を取り下げ、予定していた実施設計予算を削

除して候補地の土石流被害の検証をおこない、土石流被害についての影響はほとんどないとの

検証結果となり、平成１７年７月９日、地元自治会に対し施設建設についての説明会を行った。

その後、候補地が高齢者生きがい創造学園の講座の一部に供されていること及び地域に解放さ

れている等の利用状態にあり、地元の反対運動と財源確保が難しいことから、計画は一時中断

状況となる。 

 平成１８年、慈光園・東新学園・心身障害者福祉センター・公立保育所等福祉施設の老朽化

に伴う対応について福祉のまちづくり審議会に諮問し、平成１９年、慈光園・東新学園の複合

施設から単独施設の建設が望ましいとの答申を受け、慈光園を先行して西滝グラウンドに建設

し、平成２３年６月１日供用開始となる。 

東新学園の建て替えについては、平成２０年度福祉のまちづくり審議会で審議され、旧西滝

グラウンド南側に慈光園に併設する形で建設する内容の審議報告がなされている。 

 
今後の指針（案） 
 現在、国においては施設建設のハード交付金を縮小・廃止の方向であり、特に公立の施設に

ついては廃止されている。このような中、児童養護施設の建て替えは現在補助の対象になって

いることから、国の補助を利用し建設する必要がある。しかし、この補助は先行き不透明でい

つ廃止されるか分からない状況であり、建設時期については国の動向を見極める必要がある。

 今後は、国庫補助の関係もあることから、できるだけ早期に着工できるよう、建設場所を確

定のうえ、施設規模、形態及び建設時期等について建て替え計画を進めていく。 

 
庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１５年） 
 
事項名 保育所の民営化について 類 別  議会答弁 

担当部局課名 福祉部児童福祉課  関連する部局課名   

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 
 平成１４年１２月議会において、公立保育所の民間委託についての質問があり、それぞれの施
 
設の整備状況、児童の入所状況、地域性等について総合的に勘案し、５年を目途に民間委託の検
 
討を進めると答弁。 
 平成１６年６月に「新居浜市立保育所民営化等検討委員会」を設置、検討を行った。 

その後、平成１７年７月に市民による「新居浜市立保育所民営化検討協議会」を設置、検討

を行った。 

検討協議会からの報告を受け、平成１８年５月に基本方針（案）を作成。保護者説明会、職

員説明会、パブリックコメント等を経て、１１月に基本方針を策定した。 

（平成２０年４月八雲保育園を民間移管、以降２１年南沢津保育園、２２年中萩保育園、２

３年新居浜保育園を順次移管） 

基本方針に基づき、平成２０年に八雲保育園を、平成２１年に南沢津保育園を民間移管した

が、平成２２年移管予定の中萩保育園については、廃止条例議案の継続審査や保護者会からの

陳情の採択により、廃止条例議案を撤回し、保育所民営化の検証を行い、その検証結果に基づ

き民営化計画を見直すこととした。 

そして、平成２１年度に民間移管後１年を経過した八雲保育園の検証を実施し、その検証結

果に基づき、民営化計画を見直した結果、平成２４年に中萩保育園を、平成２５年に新居浜保

育園を民営化することに決定した。 

このことから、平成２２年度には中萩保育園の移管条件の決定、移管先事業者の公募・選定

を行い、移管先法人を決定した。 

また、平成２１年度に民間移管した南沢津保育園の民営化の検証も実施した。 

 
今後の指針（案） 

今年度は、平成２４年の中萩保育園の円滑な民営化に向けた三者懇談会、引継ぎ保育及び施

設整備等を実施するとともに、平成２５年の新居浜保育園の民営化に向けた保護者説明や移管

条件の決定等の事務作業を進める。 

また、平成２２年度に実施した南沢津保育園の民営化の検証結果についても、今後の民営化

に反映させていく。 
 
庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１５年） 
 
事項名 若水乳児園・若宮保育園の建て替えについて 類 別 懸案事項 

担当部局課名 福祉部児童福祉課  関連する部局課名 
 

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 
 若水乳児園・若宮保育園は老朽化が著しく補修が必要な箇所についてはその都度修繕してい 

が、抜本的な対策が必要であり、議会においてもその危険性について指摘がある。 

 １８年３月議会において、両保育園の今後の整備のあり方については、「新居浜市福祉のまち

づくり審議会」に諮問し、市としての方針を出すという答弁を行った。 

このことから、福祉のまちづくり審議会に諮り、平成２２年１１月には、建築費及び管理費 

等の節減を考慮して、両園の合築により建て替えを計画する旨の審議報告がなされた。 

これを受け、同月、企画財政会議において、両園の合築により平成２３・２４年度の２か年で

新若宮保育園を若宮小学校敷地に建設するよう決定した。（２３年度 調査・設計、２４年度 

建設工事） 

平成２３年度は、平成２４年度の建設工事に向けた調査・設計を実施する。 

 
今後の指針（案） 
 

平成２３・２４年度の２か年で両園の合築により、新若宮保育園を若宮小学校敷地に建設する

計画を進めることとし、平成２３年度には、平成２４年度の建設工事に向けた調査・設計を実施

する。 

その際には、市議会・両園保護者・小学校・地元自治会等へ十分配慮し、適宜説明を行ったう

えで計画を進める。 

 
庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 
保育所保育料の収入未済額の減

額について 
類別 監査指摘 

担当部局課名 福祉部児童福祉課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

保育所保育料の収入未済額の増加については、平成２２年度定期監査においても指摘され

ている。 

 平成２１年度の収入未済額は、７４，２１４千円となっており、平成２０年度に比べ１５，

６８９千円、２６．８％増となっている。また、収納率についても、過去５年間年々低下し、

平成２１年度は９０．８％となっている。（現年度分の徴収率については、平成１９年度９

７．２９％、平成２０年度９６．８６％、平成２１年度９６．５９％） 

滞納対策については、平成２２年度に設置された債権管理対策室へ悪質な滞納者を移管す

ることにより、滞納処分を行い、厳正に対処している。また、児童福祉課においても、これ

までの取り組みに加え、子ども手当について現金払いができるようにして保育料滞納分への

充当を指導するほか、平成２２年８月以降、全ての未納者に対して督促状を毎月送付し、督

促手数料・延滞金の徴収を開始するなど、滞納対策の強化に取り組んでいる。 

今後の指針（案） 

保育料の未収額については、卒・退園者については増加することはないものの、在園者分

については今後も増加することが予想されることから、未収額の増加を抑えるため、これま

では在園者について優先的に対応してきたが、今後は保育料徴収に係る人員配置要望を行

い、体制を整備したうえで、卒・退園者への対応についても強化していく。 

今後も市民負担の公平性を確保するため、債権管理対策室と連携して徴収強化を検討・実

施して悪質滞納者に厳正に対処していくとともに、収入未済額の減額・解消に向けた取り組

みを行っていく。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 新慈光園の管理運営形態の決定 類別 懸案事項 

担当部局課名 福祉部介護福祉課 関連する部局課名 福祉部慈光園  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 現在の養護老人ホーム「慈光園」は築後約４０年を経過し、施設の老朽化が顕著となり、

これまでの施設では入所者の居住環境の向上や安全性の確保を図ることが困難となってき

たため建替えを検討してきた。検討においては、「福祉施設の整備のあり方について」の

新居浜市福祉のまちづくり審議会の中間答申（平成１９年１０月９日）を受け施設整備を

進めていくこととした。 

答申では、慈光園は老朽化と機能劣化が著しく、早急な建替えが必要とされ、新慈光園

の運営について、次の３点が示された。 

１ 人事異動等に伴うサービスの低下を招かないよう、包括的かつ一貫した施設サービス

の提供とサービスの質の向上を図ること。 

２ サービス水準の維持、向上を図るため、充分な評価と情報公開に努めること。 

３ 施設運営にあたっては、最小の費用で最大の効果を上げるよう努めること。 

また、慈光園の建替えについては、これまで度々、市議会の会派説明を実施しており、

新慈光園の運営形態については、平成２３年度は現在と同じ直営とし、平成２４年４月か

らの直営、指定管理者制度の導入、又は民間移管の方針について、平成２２年１２月には

決定できるよう検討することを説明している。 

 なお、建設工事は、平成２２年４月２２日に起工式、平成２３年５月末を目途に完成を

目指しており、完成後、現在の入所者の移転や新規入所が実施されることとなる。 

今後の指針（案） 

新慈光園の運営形態については、新居浜市福祉のまちづくり審議会の中間答申で示され

た意見を検討するとともに、現在の慈光園が抱えている問題の整理等を行い、平成２４年

４月からの運営形態について、平成２２年１２月までに決定する。 

平成２２年１１月１７日開催の企画財政会議において、平成２４年４月以降の管理運営

形態を指定管理者制度導入とするとの結論となり、平成２３年１月１１日付けで市長決裁

を受けたことから、本事項を廃止し、新たに「新慈光園の指定管理者制度導入」の項目を

設定する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１８年） 

事項名 
放課後児童クラブの建て替えに

ついて 
類別 懸案事項・新たな政策課題   

担当部局課名 福祉部児童福祉課 関連する部局課名 
教育委員会 

学校教育課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 放課後児童クラブの施設のうち垣生小学校については、現在利用している垣生学習館は、

企財会で閉鎖の方針が出されていることから、新たな施設の確保が必要となっている。現状

では、垣生小学校には利用できる余裕教室の確保が困難なことから、新たな施設の設置が必

要である。 

また、大生院小学校及び中萩小学校のプレハブ教室、高津小学校の木造倉庫については、

老朽化が著しく、また利用者の増加に伴い施設も狭隘となり運営に支障をきたしていること

から、早急な建て替えが必要である。 

平成１９年度の新たな動きとして、金子小学校ＰＴＡがアンケートを実施し、現在中央児

童センターで実施している放課後児童クラブを校内で実施したほうがいいか調査を行って

いる。 

平成２１年度に大生院小学校（余裕教室）と金子小学校（プレハブ教室）の施設整備を実

施した。平成２２年度には「地域活性化きめこまやかな臨時交付金」を受け中萩小学校（プ

レハブ教室）、垣生小学校（プレハブ教室）を、また「安心こども基金」を受け高津小学校

（余裕教室）、船木小学校（余裕教室）を施設整備し、これで一定の施設整備が完了した。

 

今後の指針（案） 

他の放課後児童クラブについても、改修の必要な箇所が発生してきていることや利用者の

増加が見込まれる。国においては７０人以上の大規模クラブの国庫補助廃止が決定されてい

ることから、大規模クラブの分離計画と既存施設の整備計画を立てて、順次分離・改修を行

う必要がある。 

しかしながら、放課後児童クラブの建て替えについては一定完了し、平成２３年度から社

会教育課へ所管が移ることから廃止する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１９年） 

事項名 新居浜市まちづくり協働オフィス事業の推進 類別   議会答弁  

担当部局課名 市民部市民活動推進課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
Ｈ18.7 ＮＰＯ法人委託により事業開始 ＊事業内容は受託団体の企画提案による。 
【22年度の主な事業】 
（１）市民活動に係る情報の収集及び提供に関すること 

オフィスHPの管理（アクセス 906件/日）、ニュースレター№31~39発行、各種相談対応 (連
携仲介、事業申請等105件）、市政だよりサポート事業（23団体紹介）他 

（２）市民活動に係る調査及び研究に関すること 
協働オフィスパーティー参加者アンケートの実施、未来のまちづくりを協働で考えよ

う事業で協働事業市民提案制度に関するアンケート、協働事業意見交換会の実施（緊

急雇用創出事業活用） 
（３）市民活動に係る交流及びネットワーク形成の推進に関すること 

情報交換会：オフィスパーティーの開催、おしゃべりカフェの開催（延169人）、さん

さん支店の開設・運営（12回）、各種事業の連携支援 他 
（４）市民活動と行政の協働事業に関すること 

CATV広報番組「元気発信、こちらまちづくり協働オフィス」を自主制作放映 
生涯学習大学講座「にいはま若者塾」の企画実施延133人 他 

（５）市民活動団体に対する会議場所及び機材の提供等に関すること  
施設管理及び機器メンテナンス オフィス利用者延6,409人（前年度比－408人）  

（６）その他 講師依頼対応:1件、視察対応：4件、インターン受け入れ：2人、にいはま

まちづくり市民バンクの助成事業の実施 他 
 【利用登録団体数の推移】 
 （推移）18.7(事業開始月)末：59団体 H18年度末：108団体 H19年度末：142団体  
     H20年度末：169団体 H21年度末:183団体 H22年度末:194団体（前年度末比+11

団体） 

今後の指針（案） 

・今後も、オフィスの目的や事業広報に受託団体と協働で取り組み、さらなる利用促進を

図るとともに、見直しを行った「協働事業推進のためのガイドライン」に基づいて、協

働事業市民提案制度等の行政側の環境も整備し、「協働」を理念から実践へと進めてい

く。（ex.市既存事業に対する市民提案募集の検討、職員研修の実施等） 

・平成２３年度は、まちづくり協働オフィス事業の受託団体の公募を行う年度となるため、

まちづくり協働オフィス事業の見直しを行い、今後の事業内容について方針を決定する。

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）           重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 地域コミュニティ活動への支援 類別 議会答弁 

担当部局課名 市民部市民活動推進課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

本市の地域コミュニティの中核的組織である自治会は、それぞれの地域で福祉、環境、防災・防犯活動等

様々な役割を果たしていただいているが、近年の生活様式の変化や個人の価値観の多様化などの要因から自

治会加入率は、年々低下している。 

このような状況から、市連合自治会への加入促進活動への積極的な協力とともに加入率低下による財政的

基盤の弱体化を軽減するために、連合自治会に対する財政支援の拡充を図ることとし、平成２０年度から従

来の公募による補助金制度よりも安定性のある交付金制度をスタートさせ、広報活動事業、防犯活動推進事

業、ごみ減量化等啓発事業などの支援を安定的に実施するとともに、新たに「魅力あふれる地域コミュニテ

ィ創生事業」を新設した。魅力あふれる地域コミュニティ創生事業においては、平成２０年度から平成２２

年度までに自主防災の充実強化に関する活動、安全・安心なまちづくりに関する活動、歴史・文化等地域資

源を活かす活動、健康増進・スポーツ振興に関する活動、地域環境の美化・保全に関する活動など地域の独

自性を活かした多種多様な活動に取り組んでいただき、適正に実施された。 

また、交付金制度については、平成２２年度に見直しを行い、防犯活動推進事業などの充実を図るととも

に魅力あふれる地域コミュニティ創生事業を継続して実施することとした。 

H22実績 防犯活動推進事業14,608千円（各単位自治会312箇所） 

 新居浜市広報活動事業25,228千円(市･各連合自治会･各単位自治会312箇所） 

 ごみ減量化等啓発事業264千円（各連合自治会（18箇所）） 

 魅力あふれる地域コミュニティ創生事業6,300千円（連合自治会他計23事業） 

また、自治会加入促進についても、自治会加入促進小委員会において協議しながら、３月を加入促進月間

と定め、街頭キャンペーンをはじめ、加入促進アンケートの実施や市政だよりの特集記事などで広報を行う

とともに未加入世帯への加入促進運動を展開した。（H23.1月現在加入率69.7％） 

今後の指針（案） 
自治会支援策としての交付金制度をより有効に活用していただくとともに、「魅力あふれる地

域コミュニティ創生事業」については、地域特性を活かした魅力ある地域づくりを図ってもらう

ことを主眼に活動していただき、事業が適正に執行されるようチェックしながら、「自立・連携

のまちづくり」、「協働のまちづくり」推進のため、自治会と連携して取り組んでいく。 

なお、交付金事業は、３年ごとに見直すこととし、今後とも事業成果を見ながら支援の充実を

図る。防犯活動推進事業については、平成２３年度から防犯灯の灯数に応じた「灯数割」を導入

したため、適正な事務処理に努めるとともに今後の改善点を検討していく。 

また、自治会の加入促進についても、市連合自治会との連携を密にしながら、加入促進を図っ

ていくと同時に市職員の自治会への加入率向上を図っていく。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 消費生活の安定と向上 類別 議会答弁 

担当部局課名 
市民部市民活動推進課

（消費生活センター）
関連する部局課名 

食の安全、電気製品・施設機器の瑕

疵等、多くの課所に及ぶ。 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

新居浜市は、昭和５５年以降、消費生活をめぐる苦情やトラブルなどの相談に応じるため、

県下ではいち早く消費者相談窓口を設置し、今日まで積極的に対応してきており、県下におい

ては先進市として周知されている。 

国においては、最近、全国的に食品の不正表示、悪質商法など消費者（国民）の信頼を裏切

る事件が顕著になってきていることから、消費者・生活者の視点にたった行政に転換するべく、

Ｈ２１年９月に消費者庁が設置された。 

本市においても国の地方消費者行政活性化交付金により、愛媛県が造成した「地方消費者行

政活性化基金」を活用して、従来の相談窓口を拡充し、Ｈ２２年４月より消費者安全法に基づ

く新居浜市消費生活センターを設置した。 

平成２２年度には、消費生活相談員を２名から３名に１名増員して、相談体制の充実を図る

とともに、弁護士や司法書士による多重債務法律相談を月１回実施するなど、相談機能の強化

を図った。 

  

今後の指針（案） 

消費生活センターを広く市民に周知して、関係機関と連携しながら消費者啓発・教育活動の

強化及び情報発信の充実に努めるとともに、消費生活相談員及び担当職員の専門知識や相談対

応能力の向上を図り、悪質商法被害の防止や多重債務問題の早期解決に努め、『困った時には

頼りになる新居浜市』としてのイメージ強化を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１６年） 

事項名 
愛媛県人権対策協議会新居浜支

部の機能回復 
類別 懸案事項 

担当部局課名 市民部人権擁護課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

平成 ３年６月３０日 支部の意見の相違により支部を解散する。 

平成 ３年８月    ２つの団体組織が結成される。 

平成 ８年６月    協議会方式により半年間支部運営がなされたが、運営停止する。

平成１３年３月    支部運営と支部長の選任について協議を図ったが、２名の出席で

開会できなかった。 

平成１４年４月２６日 愛媛県同和対策協議会が総会で名称変更を議決する。 

           （愛媛県同和対策協議会から愛媛県人権対策協議会へ） 

平成 ３年６月 愛媛県同和対策協議会新居浜支部内の意見の相違により支部を解散した

その後、県当局、関係者及び関係団体との協議を重ねたが、合意には至

らなかった。 

平成 ８年８月 新居浜市と意見の相違する双方との合意のもと、確約書を交わし、協議

会方式により会を運営することとした。 

        約６か月間支部の運営が続いたが、その後、確約書の白紙撤回及び役員

の変更等の申し出があり、これらの件について協議会を開催しようとし

たが、意見の相違により開催できない状態が続いている。 

平成１３年２月 確約書に基づく協議会開催を図るため、当時の役員の話し合いの場を設

けたが、確約書の解釈に相違があり、会議開催には至らなかった。 

平成２１年   平成８年当時の協議会役員に対し、協議会の再開に向けて意見を聞くが

前進なし。 

 

今後の指針（案） 

支部は任意団体であり、行政としての関わりにはおのずと限りがあるが、協議会を足が

かりに当時の役員及び関係者と協議を図りながら、行政の責務である同和問題解決のため

にも、支部の正常化に向けて取り組みたい。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１９年） 

事項名 
住宅新築資金等貸付金の償還推

進 
類別 議会答弁・懸案事項 

担当部局課名 市民部人権擁護課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 昭和４８年から平成７年まで２３年間にわたり貸付が行われ、現在は償還のみとなって

いるが、徴収率の低下に伴い市財源の確保と市民に対する公平な行政という観点から貸付

金の償還については、未納者の解消を図るためこまめな臨戸徴収に重点をいれている。 

 平成１８～２０年度と県内住宅新築資金等貸付事業償還事務担当者会議を開催する中

で、債権の確保と回収事務を懸案課題として、法的措置についても実態の把握を行うとと

もに、弁護士の同席を得て法律上の見解をいただきながら研究している。 

 庁内の償還推進体制の強化をはかるよう議会でも求められている。 

 平成２１年４月開催の県下の副市長会に県レベルでの連絡協議会の設置及び滞納整理組

合的組織の設置についての研究・検討を提案し合意を得た。また、１１月に県下の町も含

めて連絡協議会を設置することについて提案し、１１市５町から連絡協議会へ参加するこ

とについて賛同を得た。 

 平成２２年８月に愛媛県住宅新築資金等償還事務市町連絡協議会を設置した。 

 償還状況 

貸 付 金  ２３億１２３４万円余（利子含２８億７３６０万円余） 

６４６件（４４２人）    

        
滞納繰越額  １億９９５１万円余（平成２１年度決算） 

 

今後の指針（案） 

 平成２２年度に設置した愛媛県住宅新築資金等償還事務市町連絡協議会において、債権

管理等に関する事務を共同処理するための組織づくりについての調査・研究や償還推進に

向けての研修会及び情報交換を行い参加市町との連携を図りながら滞納の解消に努める。

平成２２年度に引き続き、司法書士及び顧問弁護士等の専門家に個々の事例について法的

相談や事務処理の指導を受け、納付意思のない方については法的措置を講ずる等の対応を行

う。 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）            重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 ワンストップサービスの実施 類別 議会答弁・懸案事項 

担当部局課名 市民部市民課 関連する部局課名 

住民異動に伴って手続きの発生する

課、電算システム担当課、人事担当

課及び庁舎管理担当課など多数 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯（平成23年4月19日現在） 

【市民課が主管課になる以前の取り組み（平成18年度以前）】 

○行政改革大綱（平成14～18年度）「窓口業務の一元化」 

○行政改革大綱の見直し（平成16～18年度）「ワンストップサービス窓口の開設」 

○「迅速・丁寧」専門部会が、ワンストップサービス実施に係る検討結果をまとめる。（平成18年9月8日） 
【市民課が主管課になってからの取り組み（平成19年度以降）】 

○ワンストップサービス推進委員会の設置：9課18名（平成19年7月30日～平成20年3月31日） 

○「ワンストップサービス実施に係る検討結果報告書」を作成（平成20年3月31日） 

○「件名：ワンストップサービスの実施について」企画財政会議実施（平成20年8月19日） 

○ワンストップサービスプロジェクト会議の設置：9課10名（平成20年10月7日～） 

平成20年度4回、平成21年度2回、平成22年度2回開催 

○転入に伴う乳幼児医療受給資格認定申請など14手続きの取扱いを市民課②番窓口で開始（平成21年2月25日～）

○市民課にフロアマネージャー（臨時職員2名、平成23年3月から緊急雇用1名）を配置（平成21年4月1日～） 

○平成22年度も引続きプロジェクト会議を開催し、住民異動に伴う諸手続きの一部取り扱いやフロアマネージャ

ーの取り組み状況について検証するとともに、これからの取り組みとして市民課窓口の年度末時間延長や、次期

基幹業務システムにおける申請書の自動作成などの総合窓口機能の活用について協議を行った。 

○フロアマネージャーの処理実績は、平成21年度（6月～3月）13,921人、平成22年度（6月～3月）23,427人で、利

用者が大幅に増加した。 

○平成23年3月28日から31日まで（4日間）、17時15分から19時15分まで2時間の年度末時間延長を実施した。 

今後の指針（案） 

中・長期展望に立ったスケジュールにより、部局の枠を横断した総合窓口の実現を図る。 

期別 目標 

第 2 期 

平成23年度 
改善期の検討結果を人員配置や窓口施設に反映することにより、可能な範囲で取

扱手続きを拡大し、業務改善と市民サービスの向上を図る。ワンストップサービス

プロジェクト会議において、新基幹システムを活用したワンストップの方向性を定

める。 

第 3 期 

平成24年度～ 
基幹業務システム（ｅ－ＡＤ）の更新（平成24年4月予定）と第2期までの実施内

容を踏まえ、より効果的かつ合理的な窓口へ再編・整備する。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）            重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

 
事項名 自主防災組織の拡充、育成強化 類別  議会答弁 

 
担当部局課名 市民部防災安全課 関連する部局課名 

市民活動推進課 
消防本部 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
（１）自主防災組織の結成は、校区単位では１００％となったが、最も身近なコミュニティである単位自治会を基本

単位とする組織の結成促進に向けて、市連合自治会理事会や市自治会総会を通じ、結成促進に向けての啓発を行っ

ている。また、出前講座等を通じて、地域の中で防災に備えての知識や技術面での普及活動を推進している。

（２）自主防災組織の拡充を図るため、平成１６～１８年度に、校区自主防災組織に対して、県費補助事業及び

市単独事業により、結成支援事業（１校区２００千円）を実施したほか、伊予銀行より防災倉庫の寄贈をうけ

７校区に設置した。平成１９年度は、県の補助を受け自主防災組織育成モデル事業として泉川校区を対象に資

機材整備・防災マップ作成・防災訓練・リーダー育成研修等を実施した。平成２０年度は、（財）自治総合セ

ンターのコミュニティ助成（１，４００千円）、消防庁実施の地域安心安全ステーション整備モデル事業（１，

０００千円）、補助金公募制度による市補助金（１２６千円）により４組織に対する資機材整備補助を実施し

た。平成２１年度は、消防庁実施の地域防災スクールモデル事業を金栄、若宮の２校区をモデル地区として

実施し、小学校、地域、消防職、団員が一体となった防災活動の体制整備を推進した。 

（３）平成２３年３月３１日現在の結成率 

結成率＝１００％ （結成組織数＝１０９組織 結成自治会数＝３１２単位自治会） 

平成１４年度末結成実績値＝ １２．８％ 平成１５年度実績値＝１５．６％ 
平成１６年度末結成目標値＝ ３０．０％⇒実績値＝４２．３％ 
平成１７年度末結成目標値＝ ６０．０％⇒実績値＝７３．６％ 
平成１８年度末結成目標値＝ ８０．０％⇒実績値＝９６．４％ 
平成１９年度末結成目標値＝１００．０％⇒実績値＝１００％ 
 
 
 

今後の指針（案） 
（１）平成１６年の一連の災害から得た貴重な教訓を無駄にすることのないよう、地震や台風等の自然災害に備え、

市民と行政との協働により、「安全・安心のまちづくり」のための体制整備を目指す。 

（２）校区単位での自主防災組織の結成については、平成１９年に全小学校区での結成が達成できたため、今後

は単位自治会での結成を促進していくこととする。 

（３）引き続き単位自治会を中心とした自主防災組織結成及び活動内容の充実、機能の強化に向けての働きかけを積

極的に推進する。 

（４）全自治会に配布した先進事例集を活用し、結成促進から活動内容の充実に向け、訓練や学習会の実施を支援す

る。 

（５）県が主催する研修会等への参加呼びかけや、資機材整備についての自治総合センターの助成制度活動について

積極的な情報提供を行う。 
（６）平成２３年度より、県が実施する防災士養成講座の受講を積極的に支援し、自主防災組織における平時

の防災活動や災害時の減災活動の地域リーダーとなる人材を３年間で１５０人育成する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２０年） 

事項名 災害時要援護支援プランの充実 類別 公約 

担当部局課名 市民部防災安全課 関連する部局課名 

地域福祉課、介護福祉課、地域

包括支援ｾﾝﾀｰ、市民活動推進課

総務警防課、予防課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
自主防災組織の結成率は100％に達したところであるが、これを有効に機能させ、災害時

要援護者（以下要援護者という）の安否確認や避難支援ができるまでには至っていない。

支援プランは、その策定方針を定めた全体計画と、要援護者一人ひとりの個別計画（台帳）

で構成され、全体計画は平成２０年度に策定済である。個別計画の作成は、平成１８年度よ

り着手し、民生児童委員協議会と校区連合自治会の協力により、平成２１年度までに市内

全域の要援護者把握調査を終え、平成２２年度以降これに更新を加えている。平成２３年

３月時点で３,９３９名の台帳が登録されており、このうち２，０２０名については、既に

地域支援者（原則２人）が決定している。 

平成２３年３月末時点での調査対象者：１６，２６０名 

登録同意：３,９３９名（台帳とリストを地域へ提供済）、 

登録不要：９,００９名、不同意：７２８名、転居死去：２,２４７名、未回答３３７名

今後の指針（案） 

校区連合自治会と民生児童委員協議会の協力により、登録した要援護者にはできる限り

地域支援者を決め、災害時における要援護者の安否確認や避難支援体制をつくる。地域に

リストを提供した後は、地域の見守り活動等を通じ自治会でリストを更新していただくよ

うお願いする。また、要援護者の登録制度について福祉部窓口等でもお知らせする。 

新たに高齢者のみ世帯や要介護、身体障害となった方については、民生委員に協力をお

願いし、聞き取り調査をしていただくことにより、毎年リストを追加していく。 
新たに追加調査の対象となる方 

１，４００名程度の見込み 

（平成２３年度末までに75歳以上高齢者のみの世帯となる方、平成２２年度中に要介護

度３以上、身体障害者１級２級、知的障害者療育A級となった方を市で抽出） 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２０年） 

事項名 防災行政無線の拡充 類別 議会答弁 

担当部局課名 市民部防災安全課 関連する部局課名 
企画部 

総合政策課 

企画部 

情報政策課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

（１）現在固定系防災行政無線は別子山地域のみに整備されているが、整備から２０年が経

ち老朽化が進んでいる。また、旧新居浜市においては移動系の防災行政無線のみであるた

め、市民に対して情報の伝達が十分行き届かない状況である。 

（２）平成１９年度に新市計画に搭載し、庁内防災行政無線検討委員会を重ね全体計画を提

示して２１年度に、実施設計（電波伝搬調査込）を実施した。 

（３）平成２２年度、全市を一つのシステムとして60MHz帯のデジタル同報系防災行政無

線を整備した。別子山地区については、親局設備、中継局設備のほか従来の機能である

屋外拡声子局７局、戸別受信機１３０機をそれぞれ更新整備し、旧新居浜地区について

は公民館等の避難所に双方向通信可能な屋外拡声子局２１局その他２局の計２３局を整

備し、学校・幼稚園等人が多く集まる公共施設に戸別受信機を設置した。 

  また、Wi-Maxと連動することにより、リアルタイムで河川の監視を行える水位監視カ

メラを５箇所に設置した。 

今後の指針（案） 

 
 平成２３年４月１日より運用開始となった同報系防災行政無線の有効活用を図るととも

に、更なる防災情報伝達体制の充実を図るため、Wi-Maxを利用した既存の自治会広報塔（約

２００箇所）との接続を検討する。 

 平成２３年度は、各地域におけるWi-Maxの電波伝搬調査、音響エリア調査、既設設備調

査等の各種調査を実施し、平成２４年度着工するための設計を行う。 

 （１）平成２３年度調査・実施設計 

 （２）平成２４年度自治会広報塔への繋ぎこみ工事 

 （３）平成２５年度防災行政無線の拡大運用開始 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２３年） 

事項名 老朽危険家屋現況調査 類別 議会答弁 

担当部局課名 市民部防災安全課 関連する部局課名 
予防課 建築指導課  

ごみ減量課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

（１）関係各課による庁内検討会において、情報交換と協議を行いながら、適正な管理が行

われていない老朽危険家屋について、建設・消防部門等が個々に対応している。ただ

し、現在の対応は市民からの通報によるもので、市内全域に散在している管理放棄家

屋等の状況や分布については把握できていない。 

（２）平成２３年度に市内全域での実態調査の実施により台帳を整備する予定である。 

今後の指針（案） 

個人の所有物件は、所有者が適正に管理すべきものであり、行政としては関係法令の適

合について通知文書の送付等による適正な管理のお願いが主なものとなっており、是正が

進んでいないことから、管理放棄家屋の実態を把握して、市の対応について検討する。 

 

（１）緊急雇用創出事業を活用して実態調査を実施するため平成２３年度当初予算に計上

している。 

今後においては次の予定で事務を進める。 

・５月：補助金について申請を行い補助金決定後、入札により業者を決定 

・６月：業務委託契約を締結（失業者雇用を含めて５～６カ月） 

    業務（実態調査）の実施 

・庁内検討会による、成果品の確認と今後の対応について検討を開始 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 
安全安心のまちづくり行動計画

の策定 
類別 議会答弁 

担当部局課名 市民部防災安全課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
犯罪、事故、災害等による被害の未然防止を図り、安全で住みよい社会を実現するため、地域

住民・自治体・警察の真に有機的な連携が確立し、具体的な地域安全活動を図られるよう、平成

２１年９月議会において「新居浜市安全安心のまちづくり条例」を制定した。具体的な取組みは

以下のとおり。              
《平成２０年度》 
（１）県下のリサーチ・資料収集 
（２）庁内検討委員会（４回開催）により、条例素案作成。 
（３）市民参加による検討委員会（３回開催）により、条例原案作成、報告。 

《平成２１年度》 
（１）市民意見提出制度（パブリックコメント）実施 
（２）９月議会において条例制定 
（３）市政だより、HP、パンフレット等による市民への広報・啓発を実施 
（４）行動計画策定に向けて安全安心のまちづくりに関する施策調査を実施。 

《平成２２年度》 
 （１）他市事例についてリサーチ・資料収集。 
（２）庁内検討委員会（３回開催）により、計画案作成。 

 （３）市民意見提出制度（パブリックコメント）実施。 
平成２１年度に全ての課所に依頼した「安全安心のまちづくりに関する具体的施策につ

いての調査」結果をもとに、平成２２年度庁内検討委員会において協議を行い、新居浜市

安全安心のまちづくり行動計画（案）を策定し、パブリックコメントを実施した。 
《平成２３年度》 
 （１）庁内検討委員会へ報告と意見聴取。 
 （２）行動計画の策定完了、（５月１日付け）決裁済み。 

平成２３年５月１日付けで行動計画の策定が完了した。 

今後は、新居浜市安全安心のまちづくり条例及び行動計画について啓発活動を実施する。

今後の指針（案） 
 新居浜市安全安心のまちづくり行動計画の策定が完了し、今後は、新居浜市安全安心のまち

づくり条例及び行動計画について啓発活動を実施する。 
 そのため、重要事業及び懸案事項管理表を廃止する。 

庁議決定（指針・方向性） 

原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成１３年） 

事項名 浄化槽設置整備事業 類別 公約・議会答弁 

担当部局課名 環境部環境保全課 関連する部局課名 
環境部 

下水道建設課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 浄化槽の設置補助事業は昭和６３年度から実施しており、平成１６年度は１７０基、平

成１７年度は１２６基、平成１８年度は１０５基、平成１９年度は４９基、平成２０年度

は５３基、平成２１年度は５５基、平成２２年度は５６基の補助をしている。平成２２年

度までの補助事業設置累計は１，７３０基となっている。 

 

 

 

 

 

 

今後の指針（案） 

公共下水道事業認可区域外について、浄化槽設置の促進を図り、公共下水道整備と併せて

の水洗化率の向上を目指す。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 地球温暖化対策地域計画の策定 類別 新たな政策課題・議会答弁 

担当部局課名 環境部環境保全課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 新居浜市役所では、「エコアクションプランにいはま」において、温室効果ガス排出量の

数値の把握、目標設定及び削減のための方策等について策定しているが、新居浜市域全体に

ついては策定していないため、平成２１年１１月に設立された新居浜市地球高温化対策地域

協議会の設立準備会において、削減目標の設定や取組内容を取りまとめた「地球温暖化対策

地域計画」の策定の必要性について提案された。 

今後の指針（案） 

 地球温暖化を防止するため、新居浜市域全体の温室効果ガス排出量を算出し、温室効果

ガス排出量の削減目標値を設定して、削減に向けた取り組みを行うための計画について、

平成２３年度から２５年度までの３か年で、パブリックコメントや環境審議会への諮問等

を経て策定する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 環境自治体会議 類別 議会答弁 

担当部局課名 環境部環境保全課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

本年５月に本市で開催する第１９回環境自治体会議にいはま会議のための準備事務を昨

年度から行い、会議内容については、実行委員会（会議回数１２回）や企画委員会（会議回

数８回）において決定し、現在、参加者を募集している。 

※会議回数については、４月２１日現在 

今後の指針（案） 

第１９回環境自治体会議にいはま会議は、取り組まなければならない様々な環境問題につ

いて認識するとともに、先進的な取組事例を学習することにより、市民、事業者、行政の

協働による環境保全活動について考える機会である。また、行政として環境施策の方向性

を見極め、これからの環境行政に活かす必要があることから、多くの自治体や市民の方に

参加していただくために、広報に努める。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 ごみ有料化 類別 議会答弁 

担当部局課名 環境部ごみ減量課 関連する部局課名 
環境部 

環境施設課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 大型ごみの有料化については、平成１３年６月議会に上程したが、継続審査となり、９月

議会で撤回した経緯がある。その後、家庭ごみの処理を有料化する動きが全国的に広がって

おり、環境省も家庭ごみの有料化を推進する方向となっている。本市においてもごみの減量

化を推進する必要があることから、庁内組織、新居浜市ごみ有料化調査研究委員会を平成１

６年４月に設置し、平成１８年３月に結果を市長に報告した。 

 その後、平成１９年２月に「廃棄物減量等推進審議会」から出された有料化についての答

申を基に、平成２０年５月に家庭ごみ一部有料化計画(案)を決定し、まちづくり校区集会等

での説明を実施した。しかし、１０月２２日に市連合自治会から、経済情勢が厳しい、家庭

ごみ減量について啓発と減量施策が必要である、自治会未加入者の対策、適正なステーショ

ン管理等の検討が必要である、混乱を避けるため分別変更を先行する必要がある等の理由に

より、平成２１年１０月１日実施の見送りするよう要望書が出され、先送りを決定した。 

新９種分別への変更で、燃やすごみ対象を増やしたが、燃やすごみの収集量は想定量よ

り少なくなっており、これは、生ごみ処理容器購入補助等により、生ごみ減量が進んでい

る効果と思われる。ただ、生ごみ減量施策は、現在、個人への容器購入補助のみであり、

今後は地域的な広がりを持つ施策等を検討する必要がある。現時点では減量施策の先行実

施の効果の評価は難しい。 

 

今後の指針（案） 

 引き続き減量施策に取り組み、自治会との意見交換を行いながら、有料化についての検

討を行う。特に、大型ごみの戸別収集については、特定の市民へのサービスの側面が強い

ことから、負担の公平を図るため、平成２４年１０月の有料化実施に向けて準備を進める。

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 ごみ分別収集事業 類別 新たな政策課題 

担当部局課名 環境部ごみ減量課 関連する部局課名 
環境部 

環境施設課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成１８年４月から９種分別収集を実施し、埋立ごみの削減、リサイクルの推進に大きな

効果があった。さらにリサイクルを推進するため、プラスチック製容器包装、蛍光灯を分別

収集し、びん、缶については袋収集からコンテナ及びネットによる回収を行い、また、不燃

系ごみの雑ごみと小型破砕ごみを不燃物に統一してわかりやすい分別とするため、分別区

分、収集方法を平成２１年１０月１日から変更している。 

  

今後の指針（案） 

 新９種分別収集はほぼ順調に推移しているが、プラスチック製容器包装、びん、不燃ご

みの出し方については、さらに周知が必要であり、定着を図るため、出前講座など市民へ

の説明を継続して行う。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 
公共下水道事業（汚水施設）・浸水対

策事業（雨水施設） 
類別 公約・議会答弁 

担当部局課名 
環境部 

下水道建設課 
関連する部局課名 

環境部 

下水道管理課 

建設部 

都市計画課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 公共下水道事業全体計画の見直しを平成１５年に行っているが、第５次長期総合計画に

おいて行政人口の目標値が１２万人に下方修正されたことから、人口減少に伴う計画諸元

値を見直し、全体計画の修正を行うとともに、平成２３年度末までが現認可期間となるこ

とから、併せて事業認可の変更手続きが必要である。 

 なお、平成２２年度末の整備状況は、行政人口１２４，９３１人の内、整備済み人口が

７０，９９９人で人口普及率が５６．８３％、認可面積２，１２７ヘクタールの内、供用

開始面積が１，７８６．０５ヘクタールで面積整備率が８４．０％となっている。 

今後の指針（案） 

 未整備区域について、公共下水道汚水施設及び浸水対策雨水施設の整備促進を図る。 

また、平成２３年度末までに認可区域の拡大を含めた事業計画の変更認可を取得する。認

可区域に編入する地区の選定については、上位計画である都市計画マスタープランを基本と

して、DID地区(人口集中地区)や整備効率の高い地区を優先的に選定し、関係部署と協議し

ながら庁内合意や対象住民の同意が早期に得られるよう、順次説明会等を実施する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 下水道事業経営の健全化 類別 懸案事項 

担当部局課名 
環境部 

下水道管理課 
関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

下水道事業にとって経営の安定化は最重点課題であり、中でも財源の確保という観

点から、公共下水道事業の収入の根幹をなす下水道使用料については、昭和５５年の

供用開始以来概ね４年ごとに改定するとともに、収納率の向上にも努めてきた。 

平成２１年１２月議会で、下水道使用料を１２．２６％引き上げる下水道条例の改

定が可決され、平成２２年４月分から適用されている。平成２１年度決算における汚水

処理経費に対する使用料収入の割合は約５７％であり、本来１００％使用料で賄うべきであ

る汚水処理経費について、多額の一般会計繰入金に依存している。 

下水道事業の普及啓発、水洗化の促進を図るため、下水道整備後３年経過した公共下水

道未接続世帯に対する訪問調査を実施している。 

平成２１年度に緊急雇用対策事業を活用し、公共下水道未接続世帯の訪問調査を実施し、

水洗便所改造資金融資斡旋制度の周知を通じて更なる水洗化率の向上に努めた。 

汚泥消化ガスの有効利用と新たな財源確保を図るため、平成２０年２月から余剰ガスの

売却を行っている。 

 

今後の指針（案） 

簡素で効率的な財政運営を推進するために、今後とも下水道使用料の改定を含む歳

入の確保と効率的な事業運営に積極的に取り組む必要がある。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）        重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 さらなる企業立地の推進 類 別  公約・議会答弁  

担当部局課名 経済部 商工労政課 関連する部局課名 建設部都市計画課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
多極型産業推進事業用地については、平成１６年４月に福祉･住宅用地、多目的広場のゾ

ーニングを変更し、新たな企業用地として、平成１７年３月に８区画２６,０６８㎡を設定

したが、平成１８年度末までにすべて分譲が完了し、立地がなされた。 
このようなことから、新たな工業用地を確保するため、平成２１年度から貯木場事業用

地（9区画、24,418㎡）の造成工事を行い、平成２２年３月に多極型産業推進事業用地（9
区画、28,604㎡）のゾーニングを変更した。 
 また、内陸型企業用地として、立地予定企業と立地に関する協定書を調印し、平成２５

年４月の操業に対応するため、観音原地区の用地買収、用地造成等に取り組んでいる。 
企業立地促進条例について、新規立地企業や既存企業の新事業展開に対する優遇制度と

して、平成１７年４月に企業グループによる立地形態など多様化する企業ニーズに対応し

た制度に改め、平成２０年４月には、駅前大街区地域への立地に対する課税免除措置や中

小企業に対する奨励措置の拡充を図るとともに平成２２年度まで３ヶ年の延長を行い、平

成２１年４月には、民間遊休地への利活用を図るための奨励措置を新設した。平成２３年

４月からは、企業立地促進奨励金の限度額を１億円から３億円に、新たな奨励金として低

炭素型事業促進奨励金を追加した。 

今後の指針（案） 
 新たな工業用地を確保するため、内陸企業用地造成に着手したが、立地予定企業の操業時期

である平成２５年４月に向け、用地買収、用地造成等に取り組んでいく。 

 また、平成２２年度に見直しを行った企業立地促進条例のPRを行うとともに、四国経済

産業局、愛媛県と緊密な連携を図りながら企業立地の促進を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 クリーンエネルギー対策への研究開発支援 類別  公約 

担当部局課名 経済部商工労政課 関連する部局課名 
環境部 

ごみ減量課 
環境部 
環境保全課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

市内事業所の中で、クリーンエネルギー対策ではなく、停電・節電対策で太陽光を利用した新製

品を開発したところがあり、中小企業振興条例に基づく助成等を行ってきた。 

 平成１４年度に東予産業創造センターと連携し、一部事業所に聞き取り調査を実施したが、

風力、太陽光発電の研究開発に取り組む予定の事業所はなかった。 

 最近では、下水汚泥、廃油等の廃棄物を利用した事業に取り組む事業者も見られるようにな

ってきており、下水汚泥を利用した事業では、市も事業者と共同で事業に取り組んでいる。 

 平成２０年度には、次世代エネルギーとして期待される家庭用燃料電池に搭載する低圧型脱

硫器を開発した事業所に対し、中小企業振興条例に基づく新製品開発事業補助を実施した。 

 平成２１年度から東予産業創造センターが、事業所を対象にＬＥＤや電気自動車等をテーマ

にした次世代技術研究会を実施している。 

 なお、平成２３年度５月に開催される第１９回環境自治体会議にいはま会議においては、「こ

れからの環境ビジネスの行方」や「再生可能エネルギービジネスは産業振興の夢をみるか」等

のテーマで、クリーンエネルギーの展望について議論が行われる予定。 

今後の指針（案） 
◎ 研究開発に取り組む事業所が出てきたとき 

    ・東予産業創造センター、産業技術研究所等関係機関の中で、技術面での支援機関を探す。 
    ・国、県の補助金等の支援策を紹介 

    ・市単独の補助金等支援 

   中小企業振興条例に基づく「新製品開発補助事業」「市場開拓事業及び催物等補助事業」

   等により、自社製品を持つ事業所に対し側面的な支援を行っていく。 

 なお、風力発電については、風力発電の実施地域では、発電量の不安定さからその維持に

窮している現状もあり、太陽エネルギー、バイオマスエネルギー等の利活用についてもその

研究開発支援に取り組む。 

   

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 
高齢化社会に対応した商店街づ

くり 
類別 公約  

担当部局課名 経済部商工労政課 関連する部局課名 
福祉部 

介護福祉課 
福祉部福祉課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 新居浜市中心商店街地区では大手スーパー・ニチイ撤退後、建物を改築して複合福祉施設が

立地している。平成２２年度には昭和通りにデイサービスセンターがオープンした。 

 平成１６年度に中心商店街の再生を目指し、実施した「地域再生マネージャー事業」（車椅

子での地域探検の実施など）や、平成２１年度には緊急雇用創出事業を活用した「商店街訪問

調査事業」を実施し、商店街の空き店舗状況、後継者の有無、現在行っているイベントに対す

る評価、高齢者に足を運んでもらうために必要な街並み整備に関する意識調査等を行った。ま

た、平成２２年度に開設したまちなか情報ステーションにおいては、高齢者を含むより多くの

市民に魅力を感じてもらうことのできる商店街づくりに向けた話し合いが、店主やまちづくり

団体により展開されるようになってきている。 

今後の指針（案） 

 アンケート結果や協議内容等を反映した高齢者や障害者と商店街を結ぶ施策を（ex.商工会議

所が調査を行った「ふれ愛御用聞き出前事業」や、商店街連盟が模索している農業関係者とタ

イアップした高齢者の生活支援や楽しみづくりにつながる生鮮（商店街エリアの不足業種）広

場の開設等）、商工会議所や商店街関係者との連携を図り検討していく。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）        重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 ものづくり人材育成施設の整備 類 別  公約  

担当部局課名 経済部 商工労政課 関連する部局課名   
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
・平成２１年３月に、ものづくり人材の育成という課題に対処し、ものづくり人材育成事

業に向けた環境整備を図るため、新居浜商工会議所、新居浜機械産業協同組合等関係機

関による「ものづくり人材育成事業運営推進協議会」を設置。 
 協議会において、カリキュラム、運営等について検討、協議を行ってきた。 
・運営主体となる「一般社団法人新居浜ものづくり人材育成協会」（以下「ものづくり人

材育成協会」）が平成２２年３月１９日に設立された。 
・協議会からの検討結果を踏まえ、市の基本方針として、市が施設を建設し、ものづくり

人材育成協会が運営を行う公設民営型の手法により整備を進めていくことを決定した。

・平成２２年８月に、施設建設及び管理の基本的事項について、ものづくり人材育成協会

と協定を締結した。 
・平成２３年３月に講義棟、実習研修棟の本体工事を発注し、４月末には電気設備、機械

設備工事等を発注する予定である。 

今後の指針（案） 
 今後、電気設備、機械設備、外部工事等の発注を行い、平成２３年１０月の開講を目指し、

施設整備に取り組んでいく。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 
世界に誇れる太鼓祭りとするための市民ぐるみの 
取り組み 

類 別  公約 

担当部局課名 経済部運輸観光課 関連する部局課名 
市民部 

市民活動推進課 

 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 新居浜市太鼓祭り推進委員会は、昭和４６年に発足し、会長に市議会議長、顧問に市長、商工会

議所会頭が就き、各地区運営委員会等市民団体、行政関係者など２６名の委員とアドバイザー１名

で構成されており、新居浜太鼓祭りを市民にとって平和で楽しい親しみのある祭典とするとともに

観光面に寄与させ、伝統ある民族文化行事として、発展させるための方策を検討し、推進するこ

とを目的としている。 
 平成１０年８月３０日、新居浜市・平和な太鼓祭りシンポジウム実行委員会主催によるシンポジ

ウムを開催した。文化センターに約１０００人の市民が参加し、今後の祭りのあり方について多く

の意見を得た。 
  太鼓台の派遣事業としては、昭和４５年の大阪万博をかわきりに、これまで海外派遣をふくめて

計１７回派遣し、新居浜市の観光宣伝とイメージアップに努めている。 

 行政側の取り組みとしては、平成１５年１月に庁内プロジェクトのひとつとして「新居浜市

太鼓祭り推進調査研究委員会」を組織し、平成１７年３月に最終的な報告書に係る審議を終え

ている。平成１９年度にはから３年間、愛媛県が中心となり新居浜市、西条市の関係者で構成

する西条まつり・新居浜太鼓祭り観光ブランド化推進実行委員会が組織され、愛媛を代表する

祭りとして新居浜太鼓祭りの情報発信、誘客事業等を行った。 

 平成２１年度には、太鼓祭りの開催日について、市民意識調査を行い、結果を新居浜市太鼓

祭り推進委員会へ報告した。 
 

今後の指針（案） 
 市民の祭りとして歴史と伝統をもち、豪華絢爛、勇壮華麗な資源として世界に誇りうる祭りであ

る反面、反社会的な行動も見受けられ、改善が求められるものである。 
  新居浜市太鼓祭り推進委員会を中心に、太鼓台関係者等の意見を伺いながら、市民や観光客が安

全、便利に参加できるような環境整備や機能の充実などに努め、今後も積極的に新居浜太鼓祭りの

魅力を発信するとともに、受け入れ体制の整備等を図っていく。 

 平成２０年度、平成２２年度の太鼓祭りの開催日が不統一となったが、引き続き統一日程で

の開催を推奨し、太鼓祭りフォーラムの開催等を通じて平和で安全な太鼓祭りのための意識啓

発に努める。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 
運輸交通体系の整備推進と地域

循環バスの導入 
類別 公約 

担当部局課名 経済部運輸観光課 関連する部局課名 建設部各課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

○平成１４年度に地域循環バスの庁内調査研究委員会、平成１５年度に庁外委員を中心とし

た導入検討協議会を設置し協議を進めてきたが、予算化を断念する。 

○平成１８年度から新居浜市都市交通計画の策定作業をスタートし、その中で公共交通空白

地帯の改善としてコミュニティバス等の導入を検討。 

○平成２１年３月 新居浜市都市交通マスタープラン、新居浜市都市交通戦略 策定 

 ・概ね２０年後の目指すべき姿、今後１０年間の整備計画を決定。 

 ・コミュニティバス等の導入  
現在、道路が狭く路線バスが通行できない地域などについては、コミュニティバスやデマン

ドタクシーといった公共交通の導入を図る。導入する地域、車両、運行方法などについて、

今後、事業者や地域住民との協議をふまえ、詳細な検討を行う。 
○平成２１年度に、荷内・阿島地域、船木地域、大生院・萩生地域を対象として、新たな公

共交通の導入に関する意向調査を実施。 
○平成２２年度 
・１１月９日 新居浜市地域公共交通活性化協議会を設置し、デマンドタクシーの運行計

画を策定。 
・１月１１日 荷内・阿島地域、船木地域、大生院・萩生地域を対象に試験運行を開始。

       ３月末実績（５６日間） 
       【登録者数】 ２３１世帯 ３８９人（内、６０歳代以上 ８３．８％）

       【利用者数】 ２２８人（一日当たり４．１人） 
 ・３月２４日 協議会で、平成２３年４月１日からの運行計画の一部見直しを決定。 

①民間の福祉施設を、行き先として指定できる施設に加える。 
②川東エリアについては、中心市街地へ移動のための乗り継ぎポイントとし

て、元塚バス停留所を新設する。 

       ③予約センターを、タクシー組合事務所から協議会事務局（運輸観光

課）内に移設する。 

今後の指針（案） 
１ 引き続き、デマンドタクシーの試験運行を実施する。 

２ ２２年度の利用が低調であったことから、登録者全員を対象としたアンケート調査を実

施（期間４月１日～４月１５日）し、その結果を参考にしながら、庁内及び協議会において

協議、検討を行い、平成２３年１０月以降の運行計画の見直しを図る。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 農林水産業の振興と地産地消の推進 類別 公約・議会答弁  

担当部局課名 農林水産課 関連する部局課名 
教育委員会 

学校給食課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

本市の農業の特性は、小規模・兼業化による都市近郊型農業であることから、この実態を踏まえた作物

振興を図っている。地産地消の推進については、ＪＡ新居浜市が産直市「あかがね市」を開設して地域

内での消費拡大に努めており、その支援の一環として、周年栽培・収穫ができる野菜ハウス設置事業

への助成や市町ふるさと雇用再生事業への取り組みを行っている。 

林業については、森林施業の集約化、路網整備の推進、機械化による低コスト林業の推進に加え、

木質バイオマスの利用に取り組んでいる。また、公共建築物木材利用促進法に関連して、愛媛県と連

携した地元産材利用の促進を図っている。 

 水産業については、これまで地域の特産品づくりとして、イワシの煮干しなど水産物の加工による付加

価値の向上に努めている。また、ガザミ、ヒラメなどの中間育成放流事業、抱卵ガザミ放流事業などつく

り育てる漁業にも取り組んでいる。また、学校給食における地元農産物利用促進のため、学校給食課

や栄養職員、ＪＡ関係者、青果関係者と生産者の拡大や安定供給などについて協議をしている。 

今後の指針（案） 

農業については、地産地消の推進、耕作放棄地対策、有機農業対策を三本柱とした、足腰の強い

新居浜農業の確立を目指す。まず、地産地消の推進は、平成２１年度に決定した地産地消推進標語

とマスコットキャラクターを利活用し、新たに創設した地産地消協力店認定制度により、地元産農

畜産物の消費拡大につなげていく。次に、耕作放棄地対策は、耕作放棄地化の原因のひとつである

イノシシ等の有害鳥獣について、「新居浜市鳥獣被害防止計画」に基づき、新居浜市鳥獣被害対

策協議会と市内３猟友会の協力を得ながら駆除や捕獲に努め、生産農地の保全を図る。 

漁業については、放流事業を継続して実施し、水産資源の確保を図るとともに 漁港施設の延命

化のための機能保全計画を策定し、維持管理コストの縮減を図りつつ、漁港施設の機能を今後も維

持していくことにより、漁業者の安定的な経営を継続的に支援していく。 

 また、魚食の推進のため、平成２２年度より実施している未就学児童に魚に親しんでもらうことを目的

とした「おもちゃ図書館きしゃポッポ」による「おさかなふれあい体験事業」についても市内の３施設に

おいて引き続き実施する。 

今後、農林水産物の地産地消推進するため、ＪＡ新居浜市が設置・運営している産直施設「四季菜

広場」や産直市「あかがね市」を市民にＰＲし、地元農畜産物の売上げ増加に繋げるとともに、え

ひめ愛フード推進機構(会長 中村時広)が定めた「えひめ地産地消の日」（毎月第４金曜・土曜・

日曜）の普及を図る。また、食育関係団体との連携についても強化し、食育の面からも地産地消を

推進していく。 

さらに、食料自給率の向上、農業の持続的発展に向け、生産者や関係団体と協力しながら、農畜

産物のブランド化や第６次産業化も含め、本市に見合った農業政策を推進する。 
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庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２０年） 

事項名 飲料水供給施設整備事業 類別 懸案事項・新市計画 

担当部局課名 経済部別子山支所 関連する部局課名 水 道 局  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 新市建設計画においては当初、簡易水道整備を計画していたが、①水道法における簡易

水道給水人口の基準をクリアできない。②全世帯を賄える給水量を確保できる水源がない。

③建設費が１０億円以上かかるという費用対効果の問題もあることから、その代替策とし

て、県条例水道規模の飲料水供給施設を整備する。（新市建設計画後期計画で変更決定）

 別子山地域には、県条例水道が２か所（普及率３２．１％）あり、他の集落（３１か所）

については、各家庭が水源、施設の維持管理を行っている。しかしながら地域住民の高齢

化（平成２３年３月３１日 ４７．６９％）が著しく、各家庭での維持管理が難しくなっ

ていることから、地域住民の要望も受け、別子山地域全戸において、「安全・安心・安定

的」な飲料水供給施設を整備する。 

 

今後の指針（案） 

 平成２０年度において、飲料水供給施設整備計画（内容、スケジュール等）の見直し

を行い、企財会（決裁）において了承された。 

（事業計画） 

 平成２１年度 基本構想（基本計画）策定、水質・水量調査、住民意向調査等 

 平成２２年度 詳細設計３地区（現地調査・地質調査・実施設計） 

平成２３年度 詳細設計４地区（現地調査・地質調査・実施設計） 

       工事請負３地区           

平成２４年度 ３地区供用開始、工事請負４地区 

 平成２５年度 全７地区供用開始 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）      重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 
駅南の面整備、鉄道高架化などの実現のために 
関係機関と積極的に協議を進める。 

類 別  公約・議会答弁 

担当部局課名 建設部都市計画課 関連する部局課名 
区画整理課 
総合政策課 

商工労政課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 

新居浜駅前土地区画整理事業については平成２３年に完成するが、駅周辺整備事業としては、南北

自由通路、駐車場・駐輪場・人の広場・駅南口広場・駅南地区の面的整備などが予定されている。

鉄道高架に関しては新居浜商工会議所に新居浜駅高架促進期成同盟会が設立され、整備推進に

ついての動きはあるものの、補助採択条件のクリアや費用対効果の面で事業化については非常に

難しい状況である。 
 

 

 

今後の指針（案） 
 

平成２３年度中に鉄道高架についての結論を出し、駅周辺整備の方向性を示せるよう検討を

進める。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
 

 
 



 - 46 -

（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１９年） 

事項名 
用途地域及び特定用途制限地域

の見直し 
類別 議会答弁 

担当部局課名 建設部都市計画課 関連する部局課名 
農林水産課 

農業委員会 

資産税課 

商工労政課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
平成１６年５月の線引き廃止や社会経済情勢の変化、都市基盤施設の整備の進捗、まちづ

くり三法の改正等に対応するため、平成１９年２月に新居浜市都市計画マスタープランを改

訂し、平成２０年１０月に用途地域及び特定用途制限地域の変更を行った。 

 今後は、新居浜市都市計画マスタープランの土地利用方針に基づき、用途地域周辺部の既

成市街地内にある用途白地地域について、周辺との調和を図りつつ用途地域への指定を行

い適正かつ合理的な土地利用の誘導を図ることとしている。 

 

 

 

 

今後の指針（案） 

 
 用途地域に指定するためには農業振興地域の指定解除が必要なことから、「都市計画と農

林漁業との調整措置」に基づき国・愛媛県・関係団体との協議が必要である。 

 今年度も引き続き、国・県・関係団体との協議を進めて、早期に用途白地地域の用途地域

指定に向けた法手続を開始することとしている。 

 

 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２０年） 

事項名 国領川緑地の再生整備 類別 公約・議会答弁 

担当部局課名 建設部都市計画課 関連する部局課名 体育文化課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
 国領川緑地については、市民に密着した「身近な憩いと安らぎの場」として「多くの市

民が気軽に利用」でき、「健康増進・スポーツに親しむ場」となることを基本として、平

成２０年度より、まちづくり交付金事業による「国領川緑地再生整備事業」を実施してい

る。平成２０年度においては実施設計の作成及び、河川占用協議を行い、平成２１年度当

初に占用許可を取得した。平成２１年度からは３カ年で本格的な整備工事を行っている。

 

 

今後の指針（案） 

  
平成２０度に実施計画を策定し、愛媛県と河川占用協議をおこない、平成２１年度当初に

河川占用許可を取得した。基本的に特に整備の望まれるトイレ整備を先行し事業年次計画に

基づいて順次整備工事を行い、平成２３年度の完了を予定している。 

 また、河川敷利用者の代表からなる「国領川緑地利用者協議会」を引き続き開催し、不法

占用工作物の撤去をはじめとした河川敷の利便性向上と適正な利用につながるルール作り

を進める。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 川東地区の公園整備 類別 議会答弁 

担当部局課名 建設部都市計画課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
 川東地区、特に神郷校区においては都市公園がなく、度々市議会やまちづくり校区集会に

おいて公園整備の要望があがっており、公園の必要性が高い地区である。 

  公園整備にあたっては、近隣公園（標準面積２ha）として必要な一団の土地を確保する必

要があるが、適地の選定や事業費、事業手法等検討すべき課題が多く残っている。 

  平成２０年度のまちづくり校区集会で、地元から具体的な候補地の提案があり、平成２１

年度は、地域活力基盤創造交付金を利用した事業化について検討を行った。平成２２年度に

は「神郷公園整備協議会」を開催し施設内容や建設場所についての協議を行った。 

今後の指針（案） 

  
  平成２２年度に行った公園候補地の土地所有者に対しての意向調査などから公園建設予

定地が決定したことから、平成２３年度においては社会資本総合交付金を活用し、測量、土

質調査、実施設計などの調査を行い平成２４年度からの事業の本格実施を目指している。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２２年） 

事項名 駅周辺整備事業 類別 公約・議会答弁 

担当部局課名 建設部区画整理課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  
新居浜駅周辺では、平成２２年度まで土地区画整理事業により交通広場の整備、大街区の

造成等の都市基盤整備を行うが、平成２１年８月の新居浜駅前広場等整備検討委員会の提言

を受け、区画整理工事が完了する平成２２年度から２６年度までの間で、駅周辺に南北自由

通路、人の広場、駐車場・駐輪場、南口広場などの公共施設を整備し、駅周辺整備テーマで

ある「森の駅」の具現化と、駅利用者の利便性向上、駅を中心とした「にぎわい」と「出会

いの場」つくりに取り組むものである。 

今後の指針（案） 

  
円滑な事業の推進を図るため、国、県、ＪＲなどの関係機関との連携を密にするとともに、

社会資本整備総合交付金などを有効に活用することで、駅北の駐車場は平成２３年度、駐輪

場は２４年度、南北自由通路は２５年度、そして、人の広場と南口広場は２６年度内の完

成を目指して取り組む。 

 なお、駅北の駐車場については、駅周辺地区における駐車台数の需要と供給のバランス

を見極めながら再整備も可能とするものにとどめる。また、交通広場のモニュメントにつ

いては、新居浜駅周辺モニュメント設置審査委員会にて平成２３年度内に選定、２４年度

設置を目指すとともに、人の広場やシンボルロードのモニュメントの設置方針等について

も同委員会で審議していただくこととする。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 
 
事項名 上部東西線の整備 類 別  公約・議会答弁 

担当部局課名 建設部 道路課 関連する部局課名  

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
・主要地方道新居浜別子山線から市道中須賀上原線の間（L=1,339m）を、昭和63年度から平成10

年度までに、街路事業で整備した。 

・国道11号から市道渦井橋大野山線の間（L=744m）を、平成2年度から平成11年度までに、地方

道事業で整備した。 

・残区間（L=2.9km）について、平成12年度に、路線測量と予備設計を実施し、残事業費は、旦

の上地区を含めて約50億円必要である。 

・平成15年9月議会 

 測量、設計に平成19年度に着手予定。 

・平成18年6月議会 

平成19年度の事業化は困難。11号BP、駅前滝宮線、新居浜駅菊本線などの進捗状況や、長期的

財政状況の変化を見極めながら着手時期を判断する。 

・平成19年8月企画財政会議において、事業着手を平成23年度とする。 

・平成20年3月議会 

 市道中須賀上原線から市道萩生出口本線までの延長約908mを平成23年度事業着手予定。 

・平成21年度施政方針において、市道中須賀上原線から市道萩生出口本線間の事業化を図るため

当初予算に調査費を計上。 

・市道中須賀上原線から市道萩生出口本線までの908ｍ間について、平成22年3月23日事業認可告

示 
 

 
今後の指針（案） 

 
・市道中須賀上原線から市道萩生出口本線の間を社会資本整備総合交付金などの活用により事業

を推進する。 

 延長908m、幅員16m、事業期間H21～H29、事業費約11.9 11.5億円 

第１期：市道中須賀上原線～市道横山高尾線 H21～H24 
第２期：市道横山高尾線～市道萩生出口本線 H25～H29 

 
庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 橋りょう長寿命化修繕計画 類別 議会答弁・新たな政策課題 

担当部局課名 建設部 道路課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
・老朽化する道路橋の予防的な修繕と計画的な架け替えにより、橋りょうの延命化を図り、

修繕及び架け替えに係る費用の縮減を目的に、平成20年12月 事業企画提案 

・平成20年度 新田東橋ほか５橋について点検業務を実施 

・平成21年度当初予算で橋梁点検及び長寿命化修繕計画策定委託料を予算化 

・平成21年度 橋長5ｍ以上169橋の点検と損傷度の評価及び維持管理費の中長期的シミュ

レーションを実施 

・平成22年5月 企財会により長寿命化修繕計画に基づいた今後の事業計画について決定 

今後の指針（案） 

 
・策定した橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、平成23年度から社会資本整備総合交付金

と過疎債を活用し、順次修繕を実施していく。 

・橋長15ｍ未満の道路橋(267橋)についても、平成22年度以降点検及び計画策定を進めてい

く必要がある。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 民間木造住宅耐震診断事業 類別 議会答弁・懸案事項 

担当部局課名 建設部建築指導課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
近い将来発生が予想されている南海地震等による被害軽減と、地震に対する市民の防災

対策意識の醸成を図ることを目的として、平成１６年より市と県が協力して実施体制を整

備し、耐震診断の促進を図るため、木造住宅耐震診断事業を開始。 

今年度は、耐震改修補助との相乗効果により診断戸数が募集戸数（２５戸）に達するよ

う、市のホームページや市政だより、回覧板等を利用してPRに努める予定である。 

 

今後の指針（案） 

 
１ 耐震診断補助事業の募集時期を早め、募集戸数（２５戸）を補助 

２ 耐震診断、耐震改修の重要性の啓発に努める。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 民間木造住宅耐震改修事業 類別 議会答弁 

担当部局課名 建設部建築指導課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
近い将来、発生が予想されている南海地震等による被害軽減と地震に対する市民の防災

対策意識の醸成を図ることを目的として、平成１６年より木造住宅の耐震診断をおこなっ

ているが、耐震診断件数が伸び悩んでおり、耐震改修費用補助への要望も多いため、新たに

木造住宅耐震改修事業をおこない、耐震診断・改修の促進と震災対策への意識高揚を図る。

 

 

 

 

今後の指針（案） 

 
１ 耐震診断、耐震改修の重要性の啓発 

２ 平成２３年度より、国の補助率が２３％から５０％に引き上げられ、利用しやすく 

なった事を広報する。 

 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年） 

事項名 
住宅用太陽光発電システム設置

補助事業 
類別 公約 

担当部局課名 建設部建築指導課 関連する部局課名 
環境部 

環境保全課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
将来の環境保全とエネルギー問題から、クリーンエネルギーの普及は国レベルでの課題

となっており、一時中止されていた国の太陽光発電システムの設置費用への補助も再開さ

れた。市民からも新居浜市独自の設置費用への補助を求める声が高まっており、太陽光発

電への補助を通じて環境保全への意識啓発を図る。 

今後の指針（案） 

 
１ 住宅への太陽光発電の導入促進のため設置費用の一部を補助する。（本年度募集予定

１８０棟） 

２ 環境部と連携し、環境保全意識の高揚を図る 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年度） 

事項名 瀬戸・寿上水道問題 類別   議会答弁  監査  懸案事項 

担当部局課名 水道局 総務課 関連する部局課名 総合政策課 下水道建設課 

【現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯】 

 瀬戸・寿上水道問題は、旧高須地区水道として昭和13年から3ヵ年で建設され、昭和16年5

月から泉川町が旧高須地区（上水道組合を組織）に管理運営を委託して給水を開始した。昭

和30年3月に、旧泉川町が下泉地区に給水を行うに際してに、泉川町の水源地と下泉地区と

の間に旧高須上水道があり、旧高須上水道組合（現瀬戸・寿上水道組合）の配水管を利用す

るため、町議会の議決を経て組合と契約を締結したことに端を発している。昭和30年3月31

日新居浜市と泉川町が合併、その後、昭和33年の水道法の施行に伴い、当時の高須上水道組

合は、法に基づく簡易水道設置の届出を行い、簡易水道高須上水道組合となった。 

その後の給水人口・戸数の増加による水量不足、施設老朽化によって改修工事が必要とな

り、組合は地方改善事業による県費補助枠を確保したが、組合に対して補助金の支出はでき

ないとされ、市が工事を施行することになった、昭和39年度補助金の交付を受けるにあたっ

て組合水道の廃止届が必要となったため、昭和39年5月23日、管理運営の委託及び従来の慣

行を尊重し一方的な地区住民の不利益になるような諸条件の変更は行わないとする旨の覚

書を新居浜市との間で締結し、昭和40年4月、県から経営廃止の許可がおりている。上水道

組合は、昭和61年、上部上水道組合に名称が変わり、平成5年の変更により瀬戸寿上水道組

合となり、現在に至っている。昭和42年8月には監査委員から覚書の一部に「地方自治法に

抵触する疑いがある」との指摘があり、以後、毎年問題解決への指摘・要望がなされ、これ

までに数々の地元との協議を重ねてきたが、未だに問題の解決には至っていない 

「平成16年度以降の取り組み」 

協議相手 瀬戸・寿上水道組合長 瀬戸・寿連合自治会長 その他（庁内協議等）

平成１７年度 ８回(市長12/22) ７回 ７回 

平成１８年度 １０回 １０回 ３回 

平成１９年度 １１回(市長10/19,12/28,3/7) ８回（市長10/5,10/19） ２回 

平成２０年度 ５回 ９回(市長4/24,5/20)  

平成２１年度 ６回 １回(市長5/19)  

平成21年度は、４月に瀬戸寿上水道問題検討委員会（庁内組織）を設置し、地元との協議

を進める体制を整え、組合長と説明会の開催に向けた協議を行ってきたが、組合内部に問

題が発生したため、開催には至っていない。 

今後の指針（案） 

地元の理解と協力を得ながら円滑に解決を図ることが基本的な姿勢であり、市水道との統

合に向けた具体的な課題やプロセスを協議し、一日も早い問題解決を図る。 
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庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 
施設の整備促進（新山根・船木・

金子山） 
類別 議会答弁・懸案事項 

担当部局課名 水道局工務課 関連する部局課名 水源管理課 総務課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  上水道の安定供給に向けて、平成２２年度に策定した新居浜市水道ビジョンに基づき、災

害に強い上水道の実現のため、効率的に老朽施設の更新や耐震化を推進し、ライフライン機

能強化、整備を進める。平成２２年度末配水池耐震施設率は１６．６％である。 

  当面は、上部給水区の安定供給に向けて、新山根配水池及び送水場、船木配水池の建設を

行う。 

なお、全国の配水池耐震化率は平成２１年度末公表値で３４．５％である。 

今後の指針（案） 

  新山根配水池は平成２３年度に地盤改良工事を行い、平成２４年度、２５年度配水池建設

工事を行う、併せて新山根送水場の建設を行う。 

  船木配水池は平成２３年度用地買収、敷地造成工事を行い、平成２４年度配水池建設工事

を行う。 

  金子山配水池は平成２４年度設計を行い、平成２５年度保安林解除等の手続きを行い、平

成２６年度から平成２９年度に配水池建設工事を行う。 

  平成２７年度（計画値）配水池耐震施設率は３１．０％、平成３２年度（計画値）４３．

７％を目標とする。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 管路の整備促進（耐震化） 類別 議会答弁・懸案事項 

担当部局課名 水道局工務課 関連する部局課名 水源管理課 総務課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  上水道の安定供給に向けて、平成２２年度に策定した新居浜市水道ビジョンに基づき、災

害に強い上水道の実現のため、効率的に老朽施設の更新や耐震化を推進し、ライフライン機

能強化，整備を進める。 

  既存送水・導水・配水管における耐震化率は平成２２年度末総延長約５９８ｋｍの内、約

５．８％である。また，基幹管路（送水，導水，φ４００以上配水管）の平成２１年度末耐

震化率は新居浜市で１５．２％、全国では３０．３％である。 

今後の指針（案） 

  管路台帳整備と併せ、管路更新計画を策定する。特に，水源地から送水場を経由し，配水

池に至る基幹管路において重点的に更新を進める。また，緊急病院や公共施設等の防災拠点

への安定給水を確保するよう計画的な耐震化を進める。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 管路台帳システムの整備 類別 懸案事項 

担当部局課名 水道局工務課 関連する部局課名 水源管理課 総務課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  現在，紙ベースで管理している配管図、給水申請書等の情報をデータ化し，電子媒体管理

する管路台帳システムを整備し、情報を一元的に管理することにより、各施設の把握と維持

管理業務を円滑に推進するとともに、整備計画策定などにも活用し、市民サービスの質の向

上を目指す。 

今後の指針（案） 

  平成２３、２４の２カ年で管路台帳システムを整備する。 

整備後には給水申請書確認受付等各種問い合わせがスムーズになると共に、台帳データを

活用し管路更新計画を策定すると共に、断水等工事の影響分析が可能となり市民サービスの

向上を図る。 

データ入力：配水管データ  約５６８ｋｍ、送・導水データ  約２９ｋｍ，給水管データ

約３００ｋｍ、給水戸数  約５４千戸、給水申請書  約７５千件  

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 水道施設監視システムの更新 類別 懸案事項 

担当部局課名 水道局水源管理課 関連する部局課名 工務課 総務課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
現在の水道施設監視システムは、市内にある22水源地、6送水場、及び8配水池の施設を

通信回線を利用して、水源管理課に設置されているこのシステムに情報を集約し、集中監

視、制御を行っている。しかしながら、このシステムは平成6年度から稼働しており、すべ

てが電子機器で構成されているという特性上、経年による劣化の問題から、更新の時期と

なっている。 

 

今後の指針（案） 
上記の理由により、システムの更新が必要であるが、その更新に当たっては、近年の情

報通信技術等を活用した高い信頼性と、効率的運用を実現できるようなシステムとなるよ

うに、平成23年度に実施設計を行い、より安心で安全な給水確保ができるように努める。

工事の実施年度は平成24年度から平成25年度の２箇年を計画している。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）     重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名 教育委施設・体育文化施設の整備促進 類別 懸案事項 

担当部局課名   教育委員会学校教育課 関連する部局課名  社会教育課 スポーツ文化課

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 年度 プール 
建 設 

屋 体

改造築

校舎

改造

校舎

改築

校  舎 
耐震補強 

中学校 
給 食 

運動場 
照 明 

公民館 体 育

施 設

文 化

施 設
 

 ７ 若宮小 川東中                     
 ８ 大島小   神郷小     南  広瀬記念館

 ９      高津小       ｻｯｶｰ場   
 10      西  中     ｻｯｶｰ場  
 11      西  中  高津小    ｻｯｶｰ場  
 12    西  中  給食センター      
 13      西  中       
 14 垣生小         泉川(継続）   

15           
 16 角野小          

17           

 

 

 

   

 18 
 
 

 宮西、高津、浮島、

惣開、若宮、泉川

中萩、角野小 

         

19 
 

 西中、川東中、

金子小、大生院小

  船木小、金子小 

泉川小、中萩中 

     

 20 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

金栄、中萩、高津、垣生

小、東中 
 
 

 
 

地域交流センタ

ー（金子公） 
 
 

 
 

21 
 

    惣開、神郷、大生院、角野、

小、泉川、船木、角野中 
  地域交流センタ

ー（金子公） 
  

22  北中 

 

神郷、中萩、角野

小、川東、別子中

 神郷、中萩、角野小 

川東、別子中 

  地域交流センタ

ー（金子公） 
  

23 
 

    多喜浜小、北中、角野中      

24 
以降 

  角野小  角野小、宮西小、浮島小

南中 

 Ｈ２５より順

次改修予定 

口屋跡、多喜浜 
（大規模改修） 

  

  

今後の方針（案） 

  ・学校施設の老朽化に伴う年次的改修等の整備計画を策定する。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）      重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成１３年） 

事項名 教育施設の借地解消 類別 懸案事項 

担当部局課名  教育委員会学校教育課 関連する部局課名   社会教育課 スポーツ文化課 

 現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  ・学校施設等敷地の状況 
   神郷小学校他１６施設    敷地面積  334千㎡    内借地面積  92千㎡ 
  ・体育施設等敷地の状況 
       重量挙げ練習場敷地     敷地面積  297.1㎡    内借地面積   157.57㎡ 
  ・商業高校の県立移管に伴う未解決案件 
       隣接地 2,954.34㎡を市で買収し県へ寄付 

  ・今までの取り組み状況  平成２年３月  神郷小      95.00 ㎡  買収 

平成５年３月  文化振興会館  33.00 ㎡  買収 
平成７年11月  南中     277.70 ㎡    買収 

平成８年２月  船木小    366.90 ㎡    買収 

平成８年２月  神郷小       1,778.00㎡  買収 
              平成11年５月  武徳殿       208.00㎡  買収 

              平成12年３月  神郷小       232.99㎡  買収 
平成13年９月  神郷小      3,116.00㎡   寄付 
平成13年９月  多喜浜小      691.23㎡  寄付 

平成13年９月  泉川中        43.00㎡  寄付 

平成14年12月  神郷小       594.00㎡  買収 

平成19年11月  大島小    135.00㎡  寄付 

平成21年 4月  大島小     85.66㎡  返還 

 今後の方針（案） 
 ・学校施設・体育施設等敷地の借地解消に向けて、財政事情が許せば、土地所有者からの 

  売却要望の強いところから買収を行う。 
     金栄小学校      6,306.23㎡   

     重量挙げ練習場     157.57㎡ 
 ・商業高校の県移管に伴う未解決案件の解消に向けて、取り組む。 

 庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

 
事項名  公立幼稚園の在り方について 類別  議会答弁・新たな政策課題 

担当部局課名  教育委員会学校教育課 関連する部局課名  児童福祉課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 文部科学省と厚生労働省は1998年に「幼稚園と保育園の共用化等に関する指針について」を出

し、幼稚園と保育園の併設は可能になった。 

 このため、福祉部と調査研究を行なってきた。一体化は可能であるが、保育料の設定、職員

の免許、私立幼稚園・保育所の理解など課題がある状況である。 
平成１５年１２月、総合規制改革会議から、「就学前の教育・保育を一体とした総合施設」を設

置すること。その施設設備､職員資格、職員配置、幼児受入などに関する規制の水準を、それぞれ現

行の幼稚園と保育所に関する規制のどちらか緩い方の水準以下とするべきとの答申があった。 

これを受け、文部科学省、厚生労働省が「総合施設」の内容について、検討を進めており、２０

０５年には、全国３６ヶ所でモデル事業を実施した。 

２００６年幼稚園や保育所等における就学前の子どもに関する教育・保育・子育て支援の総

合的な提供を推進するため、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律」が成立した。これは、教育及び保育を一体的に提供し、地域における子育て支援

の実施をする幼稚園・保育所を知事から「認定こども園」として認定を受けることができ、経

費について助成が受けられることができる。 
 公立幼稚園を認定子ども園にするためには、施設改修や人的整備が必要となる。また、保育

園の委託化を進める中で、認定子ども園を新たにつくることは様々な観点から難しい。 
平成２２年９月議会の中で、「教育委員会事務局内で検討してきた結果、現状では、公立幼

稚園２園は存続する。」と答弁した。今後においても、園児数の推移に注視しながら、検討を

続けていく。 

今後の指針（案） 
幼稚園児の減少傾向の中、市内における公立幼稚園としての果たすべき役割や、現状で継続

するか等、今後の在り方について検討していく。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 子どもたちのための「新居浜版教育改革」の推進類 別  公約 

担当部局課名  教育委員会学校教育課 関連する部局課名    

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

開かれた学校づくりのため、「学校評議員制度」の導入、「学校へ行こうデイ（日）」の設

定、「教育懇談会」の開催、学校ホームページの開設と更新など、学校情報を公開し、地域の

方々に学校に関わる機会拡大に努めた。また、特色ある学校づくりのため、学校が地域の人々

に魅力を感じていただく「夢広がる学校づくり推進事業」、児童生徒の視点から提案された意

見を市の施策に反映させるための「こども会議」の開催、科学とのふれあいを通して豊かな人

間性を育む「新居浜市小中学校科学奨励賞」などを実施した。 
 社会の規制緩和や選択機会の拡大、保護者の教育に対するニーズの多様化などの流れの中

で、本市の実情に即した「中学校選択制」・「小規模特認校制」を平成１６年度から、また、

小学校の「調整通学区域の設定」を平成１８年度からそれぞれ導入するとともに、児童・生徒

の事情に配慮した指定学校の変更についても、その基準の見直しを図ってきた。 

今後の方針（案） 

・学校評議員については、多様な人材を確保するとともに、学校評価の実施との連動を図る。

・「学校へ行こうデイ（日）」は、開催回数、内容を充実し、２学期に小中学校それぞれが統

一した「学校へ行こうデイ（日）」を実施する。 

・「教育懇談会」は、引続き開催。（１学期中に開催） 

・小中学校ホームページについては、平成１６年度末までに、全校で開設済。平成２３年度か

ら県のＥＳネットのシステムを利用し、学校情報の更なる発信に努める。 

・平成１８年度から「夢広がる学校づくり推進事業」を拡大実施する。 

・「子ども会議」「新居浜市小中学校科学奨励賞」は継続実施する。 

 
 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 
地域で学び育てる教育と県立特別支援学校の連

 携 
類別  公約  

担当部局課名  教育委員会発達支援課 関連する部局課名 
教育委員会 

学校教育課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

障がいのある児童生徒を地元の学校で受け入れるため、施設のバリアフリー化、指導員・学

校生活介助員の配置などを行ってきた。 

また、地元の学校に就学できない障がいの重い子どもたちは、市外の養護学校などに行かざ

るをえないため、市内への県立養護学校設置を愛媛県に対し、要望を重ねてきた。 

平成１７年２月愛媛県議会において、新居浜保健所跡を活用した養護学校の設置について、

検討を進めている旨の県教育長の答弁があった。 

誘致の結果、平成１８年度４月から新居浜保健所跡に愛媛県立今治養護学校新居浜分校が開

校した。開校後、児童・生徒数が増加しているが、高等部がないため、平成２１年度開設に向

け、今治養護学校新居浜分校の高等部設置について、県に陳情を行っている。 

平成２１年４月今治特別支援学校新居浜分校に名称を変更され、高等部が開設された。 

（新入学生９名） 

平成２１年１０月本校化と合わせ、障がいが重度で、重複した児童生徒、特に医療ケアを要

する者が増加していることから、肢体不自由を含めた複数の障がいへの対応のため、更なる機

能強化について、県に要望を行った。 

平成２２年１０月新居浜市の発達支援、特別支援教育の中核的機関として「こども発達支援

センター」を開設した。 

平成２３年４月新居浜特別支援学校が開校した。(本校化)（新入生５４名：在籍１３９名）

今後の方針（案） 

・「こども発達支援センター」を新居浜市の発達支援、特別支援教育の中核的機関として位置

付け一人一人の教育的ニーズを踏まえ一貫した支援や指導を包括的かつ継続的に行う。 
・障がいのある児童・生徒を地元の学校で受け入れるため、ハード・ソフト両面の整備を引続

き行う。 

・「障害児ふれあい体験学習」や「県立特別支援学校地域交流」の実施により、同分校と市内

小中学校児童生徒、教職員の相互交流を深め、地域の特別支援学校として受け入れるととも

に、特別支援学校のセンター的機能を活用し、障害児教育の専門性を小中学校で生かせるよ

う連携を図る。 
・新居浜特別支援学校における、肢体不自由児、医療的ケアを要する児を含め、障がいが重度

で重複した児童生徒の受け入れ、卒業後の自立を視野に入れた「産業科」の設置等、更なる

機能強化を要望する。 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２０年） 

事項名 地域主導型公民館への移行 類別 議会答弁 

担当部局課名 
教育委員会 

社会教育課 
関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

公民館に求められている「地域づくりの拠点」としての機能実現のため、地域活動や公民

館活動にたいして主体的に取り組もうとする地域住民との連携・人材登用を図り、それぞれ

の地域特性に応じた、より柔軟な公民館経営に転換することで、地域主導型公民館への移行

を図る。平成２０年４月からは、金子、惣開、若宮、泉川の４館が移行した。 

平成２１年度からは新たに新居浜公民館、金栄公民館が地域主導型に移行した。 

平成２２年度からは新たに口屋跡記念、高津、浮島、垣生、多喜浜、神郷、大生院、船木

の８つの公民館が移行し、残りは中萩、角野の２館となった。平成２３年度には全館移行の

予定である。 

今後の指針（案） 

・移行した４館に対し社会教育課職員が支援していく。 

・公民館活動リーダー（志縁人）養成塾の開設及び非常勤の主事の各種研修を行う。 

・公民館館長会・各公民館運営審議会・連合自治会等に地域主導型公民館移行についての説

明また、先発の４館の状況等の情報提供を行う。 

このような取り組みを踏まえ、平成２１年度以降も、地域の気運の高まりが得られた地域

から移行を促進したい。 

 平成２３年度は第５次長期総合計画のスタートの年であり、すべての地域で、地域主導

型公民館の運用開始を目指して取り組んでいきたい。 

平成２０年度の指針に基づき、今後も円滑な地域主導型公民館への移行を目指す。 

平成２１年度、地域主導型公民館の推進体制について、これまでの経緯をもとに条件面

を検討する公民館長を主たるメンバーとする検討会を開催し、方向性を打ち出す。 

 ・「志縁人養成塾」は第２シリーズを開設し、修了者の活躍の場を確保する。 

 ・新規移行館に対する兼務体制を敷き、移行館に対する指導助言は継続する。 

 ・「地域主導型公民館移行促進費」を活用し、新しい事業への取組を促進する。 

平成２２年度は、前年度事業を継承するとともに、非常勤の公民館職員の資質向上に向

けて国立社会教育実践研究センターが行うインターネット配信による社会教育主事講習

の受講を実現したい。 

平成２３年度から、残りの角野、中萩公民館が移行し、全館移行となったこと、また、

移行に伴う推進体制や条件面の改善も行ったことから本事項は廃止とする。  

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名   消防団の活性化 類 別  議会答弁 

担当部局課名  消防本部 総務警防課 関連する部局課名        
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 近年、消防団員の入団意欲の低下、団員自体の高齢化、サラリーマン団員の増加等消防団活動を

行う上で様々な問題が発生してきている。 
 平成１３年６月に消防団長を委員長とした消防団活性化推進委員会を立ち上げ、分団詰所の整

備、団員定数の見直し、女性消防団員の入団等の消防団の活性化構想について検討を始めた。 

 平成１５年度に団員定数の見直しと女性消防団員について見直しを図った。 

 平成１７年度は消防団車両の見直し案を作成し消防団に提示し、現在も継続協議中である。 

平成２０年度に新たな消防団活性化計画を作成し、計画に基づき各分団の定数の見直しの協議を

行い、平成２１年度で消防団の組織に関する規則の改正を行った。また、高津分団詰所の新築移転

に伴う詰所の統廃合を行った。 

 平成２２年度は各分団区の見直しの協議を行った。 

今後の指針（案） 
  

これからも、検討委員会を定期的に開催し、各種諸問題の解決に向けて協議し、消防団の活性化

を図っていく。 

本年度は、平成２５年度に別子山地区の消防団詰所の新築を目指して、用地の選定、住民説明等

を行うとともに、車両、詰所の統廃合についても協議する予定である。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名   総合的な防災体制の強化 類 別  議会答弁 

担当部局課名  消防本部 総務警防課 関連する部局課名   
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  平成１２年度に署の勤務体制を２部から３部体制へ変更し、勤務員の固定化を図ることによる危

機管理能力を高めた。 

 また、同年、消防職員定数検討委員会にて適切な消防職員の人員を検討した結果、平成１３年度

に定数１１６名から１３４名に増員になったが、現在、実員は１２６名である。 

 車両、資機材の整備については、更新計画に基づき定期的に更新している。 

 施設の整備については、耐震診断が必要な消防関連施設があり、その実施が必要である。 

 企業防災については、近年、石油コンビナート地区等の災害が増加していることから、原因を追

究し、再発防止に取り組んでいる。 

また、消防の広域化については平成２０年度に「愛媛県消防広域化推進計画」が策定され、

それに基づき県下１本部の検討がなされたが意見の一致が得られず、平成２２年度から県下３

本部の協議がなされている。 

 

 

今後の指針（案） 
 火災をはじめとする各種災害は、近年の急激な社会変化に伴い複雑多様化の傾向にあり、消防行

政は各分野において適時適切な対応が求められる厳しい状況となっている。 

このため初動体制の人員確保を早期に実現するとともに、消防関連施設の耐震化、計画的な車両

資機材の更新整備を行い、総合的な防災体制の強化を図る必要がある。 

 また、東日本大震災のように、これまでの想定をはるかに超えた災害に対しては、公的対応・支

援が困難な状況が続き、しばらくの間は、住民の自助・共助にて対応しなければならないことから、

消防団員、地域担当者等、地域に密着した指導体制を確立させ、地域防災力の向上を図らなければ

ならない。 

 企業防災については、事故等の原因がヒューマンエラーに起因することが多いことから、危険物

施設等の立入検査を重点的に行い、ソフト面の指導を強化し、防火防災体制の確立を図る。 

 消防の広域化は、県下３本部の協議を引き続き実施し、災害対応能力、市民サービス等が向上す

る広域化を目指す。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１７年） 

事項名 専門職員の養成 類別 懸案事項 

担当部局課名 
消防本部 

総務警防課 
関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

消防の業務では、すでに救急救命士に見られるようにより高度化が求められ、組織的に専

従化が図られている。救急以外の他の消防分野においても社会要請に的確に対応するために

は、より専門性を有した職員の養成を図っていかなければならない。 

平成４年度に本市第一号の救急救命士が誕生して以来、現在まで１９名が誕生したが、実

動は１６名である。 

予防業務については「予防技術資格者」制度が導入がされ、より専門的な知識が必要にな

ってきた。資格取得については経過措置にて対応し、現在４３名が有資格者である。 

また、平成１９年度から違反是正推進プロジェクトチームを立ち上げ、予防専門職員の養

成を図っている。 

その他の専門職員についても各種学校派遣、資格取得を計画的に行い、養成を行っている。

 

今後の指針（案） 

これからも、救急救命士の養成を行い、実動１８名体制を早期に実現するとともに、予防

技術資格者、大型自動車免許の資格取得など、消防業務に必要な各種資格取得を計画的に取

得するなど資格職員の養成を図る。 

また、各種学校へも計画的に派遣し、最新の知識・技術を修得することにより、より高度

な消防活動を提供する体制維持を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）          重要事業及び懸案事項管理表 
（選定年度：平成２３年）    

事項名 救急体制の充実 類別 議会答弁 

担当部局課名 総務警防課 関連する部局課名 
福祉部 

地域福祉課 
 
介護福祉課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  
 救急現場等において、患者の正確な情報の入手は、救急処置、搬送先の選定、各種連絡 

をする上で非常に重要であり、救命率の向上につながる。 

 現状では患者・家族等への聞き取りにて対応しているが、患者への直接の聞き取りは意識

が無い場合は不可能であり、聞き取りが可能な状態であっても不確実なことが多く苦慮して

いる。 

  

  

今後の指針（案） 

 患者等の正確な情報を入手するために、今年度から「救急医療情報キット」を配布

予定。 
 これは、専用容器の中に持病、かかりつけ病院等の医療情報、緊急連絡先等の個人

情報を記載し、冷蔵庫の中などに保管しておくもので、広く普及することにより、救

急活動の大きな手助けになり、救命率の向上が期待できる。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 
 

 

 

 

 

 



 - 71 -

（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成１３年） 

事項名   南消防庁舎の整備 類別  議会答弁 

担当部局課名  南消防署消防課 関連する部局課名   
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  南消防庁舎の建築は、昭和５５年４月(鉄筋コンクリート造２階建 延９９２．２５㎡)で、

当時の職員は１５名であった。上部地区は火災・救急を始め、消防行政需要が急速に増大してき

たことや、高速道の開通に伴う消防事象変容に対応するため、平成４年４月機構改革により分署から

署に昇格し、人員増を図るとともに救急車の増車、はしご車等の配備を行い施設・装備の充実強化に

取り組んできた。 

 しかしながら、事務所等が手狭（現在３２人）のうえ救助隊員の訓練施設等もないため平成７年３ケ年

実施計画の中に敷地購入も含めた計画を進めてきた。 

 また、耐震診断も未実施である。 

 
 
  

今後の指針（案） 
    

 防災拠点として基本的な耐震化を図るため、まず耐震診断を実施し、その結果により計画

的に耐震補強、事務所、訓練施設等の大規模改修を行い、防災拠点としての機能の充実を図

る。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
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（様式）       重要事業及び懸案事項管理表 

（選定年度：平成２１年 ） 

事項名 
多目的国際ターミナル(水深１２

ｍ)事業 
類別 新たな政策課題  議会答弁 

担当部局課名 港務局港湾課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 近年、経済社会の様々な活動が国境を超えた地球規模で展開し競争が激化する中で、新居

浜港の背後地域においても主に東南アジア諸国との相互依存関係が深化しており、これに伴

い産業の高度化・活性化の促進やコスト削減のための輸送の合理化・効率化への対応が課題

となっている。 

 このような中、新居浜港では年間約64,800TEUの外貿コンテナが取り扱われていると推計

されるが、新居浜港の公共ふ頭は水深7.5ｍが最大であり、また1バースしか整備されていな

いことから外貿コンテナ船の利用は難しく、航路を有する港まで割高な中継輸送を強いられ

ている。また、近年各企業からも平成11年7月に改訂された新居浜港港湾計画にある多目的

国際ターミナルの建設(水深12ｍ)を要望する声が強く、平成19年度には「新居浜港振興協議

会」も発足されたところである。 

 このような状況を踏まえ、外貿コンテナの中継輸送を回避し、物流コスト削減による産業

活動の支援が今後の国際化の進展と地域発展のうえからも多目的国際ターミナル(水深１２

ｍ)事業の事業着手が求められている。 

平成22年8月、国が重点的に投資する「選択と集中」を港湾政策にも徹底し、物流の国際

競争力の向上を目指す目的で、国土交通大臣が全国103の重要港湾のうちから43港の重点港

湾の指定を行ったところである。しかしながら、今回の選定では、新居浜港は重点港湾とし

て指定されなかったため、本事業の整備にあたっては、当初予定していた国の直轄事業とし

ての実施は難しい状況となっている。 

今後の指針（案） 

現在の新居浜港港湾計画は目標年次を平成20年代半ばとしており、次期計画の改訂時期も

近づいていることから、引き続き、事業の具体的課題の抽出を図るとともに、併せて整備

手法についても調査・研究する。 

庁議決定（指針・方向性） 
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